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次    第 
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山形市環境審議会条例 
 

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の条例は、 環境基本法（ 平成５ 年法律第91号） 第44条及び美し い山形を つく

る 基本条例（ 昭和63年市条例第２ 号） 第12条の規定に基づく 機関の設置等に関し 、 必

要な 事項を 定める も のと する 。  

 

（ 設置）  

第２ 条 こ の市に、 山形市環境審議会（ 以下「 審議会」 と いう 。 ） を 設置する 。  

 

（ 任務）  

第３ 条 審議会は、 市長の諮問に応じ 、 こ の市の環境計画及び環境施策に関する 基本的

事項を 審議する 。  

 

（ 組織）  

第４ 条 審議会は、 委員20人以内を も っ て 組織する 。  

２  委員は、 次に掲げる 者のう ち から 市長が委嘱する 。  

( １ )  知識経験を 有する 者 

( ２ )  関係団体等の代表者 

( ３ )  関係行政機関の職員 

３  委員の任期は、 ２ 年と する 。 ただし 、 再任を 妨げな い。  

４  補欠の委員の任期は、 前任者の残任期間と する 。  

 

（ 会長及び副会長）  

第５ 条 審議会に会長及び副会長１ 人を 置き 、 委員の互選によ り 定める 。  

２  会長は、 審議会を 代表し 、 会務を 総理する 。  

３  副会長は、 会長を 補佐し 、 会長に事故ある と き 又は会長が欠けたと き は、 その職務

を 代理する 。  

 

（ 会議）  

第６ 条 審議会の会議は、 会長が招集し 、 会長は、 会議の議長と な る 。  

 

（ 関係者の出席等）  

第７ 条 審議会は、 諮問さ れた事項について必要がある と 認める と き は、 関係者の出席

を 求め、 意見及び説明を 聴取し 、 又は資料の提出を 求める こ と がで き る 。  

 

                

１  



（ 専門委員）  

第８ 条 審議会に専門委員を 置く こ と がで き る 。  

２  専門委員は、 会長の求めに応じ 、 特定事項の調査及び検討を 行う 。  

３  専門委員は、 専門的な 知識を 有する 者のう ち から 市長が委嘱する 。  

４  専門委員の任期は、 特定事項に係る 調査及び検討が終了し たと き ま でと する 。  

 

（ 幹事及び書記）  

第９ 条 審議会の事務を 処理する ため、 幹事及び書記若干人を 置く 。  

２  幹事及び書記は、 市職員のう ち から 市長が任命する 。  

３  幹事は、 審議会の事務を 処理する と と も に、 会議に出席し 、 意見を 述べる こ と がで

き る 。  

４  書記は、 審議会の事務に従事する 。  

 

（ 庶務）  

第10条 審議会の庶務は、 環境部において 処理する 。  

 

 

附 則 

（ 施行期日）  

１  こ の条例は、 平成６ 年８ 月１ 日から 施行する 。  

（ 関係条例の廃止）  

２  山形市公害対策審議会条例（ 昭和49年市条例第１ 号） は、 廃止する 。  

３  山形市環境計画審議会条例（ 平成４ 年市条例第37号） は、 廃止する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  



 

第４次山形市環境基本計画 中間見直し（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本目標１】脱炭素社会（ゼロカーボンシティ） 

目標名 策定時 現在値 目標値 目標値との比較 新たな目標値 

①市内の温室効果ガス排出量 

R1（2019）年度 R6（2024）年度 R6（2024）年度 

達成 

R12（2030）年度 

1,541 千 t-CO2 

（Ｈ29 年度暫定） 

1,339 千 t-CO2 

（R4 年度暫定） 

1,448 千 t-CO2 

（R4 年度暫定） 

806 千 t-CO2 

《達成状況の評価》 

  市民や事業者の取組の積み重ねが温室効果ガス排出量削減につ

ながり、目標値を達成している。市の取組としては、住宅や事業者

における省エネルギー化のため、省エネ高効率設備の導入や遮熱

断熱対策を継続的に支援することで、温室効果ガス排出量の削減

につながっている。照明のＬＥＤ化については、本庁舎照明ＬＥＤ

事業、公衆街路灯助成事業、市道道路照明灯長寿命化事業などを実

施し、省エネルギー化を推進した。また、オープン型宅配ボックスを市有施設に設置したり、家庭用宅配ボックスの

設置を支援することで、宅配便の再配達を削減し、物流における脱炭素化を推進した。 
 

《新たな目標値の設定理由》 

 2050 年度カーボンニュートラル達成に向け、国が 2030（令和 12）年度までに基準年度 2013（平成 25）年度比で温

室効果ガス 50%削減を目指すことを表明したことに伴い、市においても 2030（令和 12 年度）年度に温室効果ガス排

出量を基準年度（2013（平成 25）年度）比 50％削減を目指すこととし、新たな目標値を設定した。 
 

目標名 策定時 現在値 目標値 目標値との比較 新たな目標値 

②市内の再生可能エネルギー

導入量（温室効果ガス削減見

込量） 

R1（2019）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度 

未達成 

R12（2030）年度 

98,754 千 kWh 

（-58 千 t-CO2） 

109,694 千 kWh 

（-52 千 t-CO2） 

117,446 千 kWh 

（-69 千 t-CO2） 

215,373 千 kWh 

（-87 千 t-CO2） 

《達成状況の評価》 

 市民や事業者による太陽光発電設備導入や、事業者による水力発

電設備導入により、再生可能エネルギーの導入量は増加している

が、目標値達成には至っていない。 

市ではこれまで、継続的に市民や事業者への太陽光発電設備の導

入支援を行っており、温室効果ガスの排出削減につなげてきた。補

助制度の実績によると、固定価格買取制度（ＦＩＴ）を活用した太

陽光発電設備導入の補助は一定の需要が見られた一方で、非ＦＩＴ

型（自家消費型）の太陽光発電設備導入の補助についてはＦＩＴ型

と比較すると需要が低く、導入が期待どおりには進んでおらず、消極的な傾向がみられる。 
 

《新たな目標値の設定理由》 

 ①市内の温室効果ガス排出量の目標を達成するために必要な再生可能エネルギー導入量を設定した。 

 

【基本目標２】循環型社会 

目標名 策定時 現在値 目標値 目標値との比較 新たな目標値 

①山形市リサイクル指標（％） 
R1（2019）年度 R6（2024）年度 R6（2024）年度 

未達成 
R12（2030）年度 

25.6% 24.5% 27.8% 27.8% 
 
《達成状況の評価》 

 ごみ減量の取組により、事業者のリサイクルの取組や店頭での資源回収が

一定程度浸透しているが、社会のペーパーレス化が進み古紙回収量が減少し

ていることなどから、近年約２５％で推移しており、目標値達成には至って

いない。 
 
《新たな目標値の設定理由》 

 もやせるごみに混入している資源物の分別の徹底、資源回収や店頭回収の

活用を推進し、リサイクル指標の目標達成を目指すこととし、現在の目標値を据え置く。 

 

目標名 策定時 現在値 目標値 目標値との比較 新たな目標値 

②市民一人一日あたりの家庭

系ごみ排出量 

R1（2019）年度 R6（2024）年度 R6（2024）年度 
達成 

R12（2030）年度 

572g/人･日 539g/人･日 544g/人･日 537g/人･日 
 
《達成状況の評価》 

 ごみ減量の取組により、もやせるごみ、雑貨品・小型廃家電

類等の排出量が減少し、目標値を達成している。 
 
《新たな目標値の設定理由》 

 家庭系もやせるごみに混入する食品トレーや雑がみなどの削

減可能ごみや粗大ごみ等については、まだ減量の余地があるこ

とから、さらに排出量が減少することを加味し、新たな目標値

を設定した。 

 

目標名 策定時 現在値 目標値 目標値との比較 新たな目標値 

③事業系ごみ排出量 
R1（2019）年度 R6（2024）年度 R6（2024）年度 

達成 
R12（2030）年度 

23,604t 21,148t 21,700t 18,600t 
 
《達成状況の評価》 

 ごみ減量の取組により、もやせるごみ、埋立ごみ等の排出

量が減少し、目標値を達成している。 
 
《新たな目標値の設定理由》 

 事業系もやせるごみに混入する雑紙等、削減可能ごみの排

出抑制を進めることで、さらに排出量が減少することを加味

し、新たな目標値を設定した。 

る 
山形市の「環境基本計画」は、令和３年３月に策定し、令和１２年度を最終年度と

しているが、現在５年経過したことから、進捗状況の把握と目標値の達成状況の評価

を行うとともに、社会情勢や技術の進展など環境を取り巻く状況の変化を踏まえ、今

後の施策をより効果的かつ実効性のあるものとするために、計画の基本的な枠組みや

内容は維持しつつ、基本目標ごとの計画の成果を測る評価指標の目標値（※）の見直

しを行う。 
（※）「計画の成果を測る評価指標」…計画の進捗を定量的に測るための尺度で、目標名と目標値を

あわせて表現したもの 

 

１  
以下の視点から各目標値を評価し、必要に応じて見直しを行う。 

➢ 進捗状況の把握 

最新の実績を基に、各基本目標の進捗状況を把握し、目標値の達成状況や達成可能性を評価する。 

➢ 目標値の妥当性の評価 

目標値の設定方法が現在の環境課題と整合しているか、ふさわしいかを評価し、必要に応じて見直しを行う。  

➢ 国の動向や社会情勢などとの整合 

国の環境政策や地球温暖化の進行、地域の環境課題（再エネ導入状況、ごみ排出量の変化等）や、各分野ご

との個別の計画の目標値の改定を踏まえ、見直しを行う。 
 

中間見直しの理由 

 

２ 

３ 計画の成果を測る評価指標の見直し 

 

中間見直しの基本的な考え方(視点) 

 

 

※網掛け部分が変更箇所 

 

資料１ 



 

【基本目標３】自然との共生 

目標名 策定時 現在値 目標値 目標値との比較 新たな目標値 

①民有林における森林整備面積 
R1（2019）年度 R6（2024）年度 R6（2024）年度 

未達成 
R12（2030）年度 

61.37 ha/年 58.06ha/年 70.00 ha/年 70.00 ha/年 
 
《達成状況の評価》 

 これまで行ってきた市有林や民間事業者による私有林の整備のほか、令和元年度から、市町村が仲介役となって森
林所有者と民間事業者をつなぐ森林経営管理制度が創設されたことにより、さらなる民有林の整備を推進している。
しかし、受け皿となる民間事業者の担い手不足や、戦後造林した人工林が本格的な伐期を迎える中、皆伐・再造林が
増加しており、森林の多面的機能を維持する観点から整備面積は小規
模になる傾向があり、目標値には到達しなかった。 

 
《新たな目標値の設定理由》 

 間伐・造林の実施の計画に加え、樹木の生育状況などを勘案の上、
下刈り等森林施業の実績や見込みを考慮し、引き続き 70.00 ha/年で
設定した。 

 
目標名 策定時 現在値 目標値 目標値との比較 新たな目標値 

②新規就農者数 

 R1（2019）年度 R6（2024）年度 R6（2024）年度 

未達成 

R12（2030）年度 

累計 105 人 237 人 277 人  

単年度 - （27 人） - 45 人（単年度） 
 
《達成状況の評価》 

 農協や県等の関係機関と山形市で組織する新規就農者受入協議会
の活動や補助金の交付により新規就農者の確保に取り組み、一定数の
新規就農者増加があったが、目標値には到達しなかった。 

 
《新たな目標値の設定理由》 

 各年度に新たに就農した人を対象とすることで、進捗状況をより明
確に評価できるよう累計から単年度の目標設定とし、農業者の高齢化
等に伴い担い手不足が深刻化している現状と毎年度３０人程度ずつ
増加してきたことを踏まえ、見直し後の単年度目標を４５人と設定した。 

 
目標名 策定時 現在値 目標値 目標値との比較 新たな目標値 

③野生動物による人的被害及び

物的被害件数（農作物を除く） 

R1（2019）年度 R6（2024）年度 R6（2024）年度 
未達成 

R12（2030）年度 

5 件 1 件 0 件 0 件 
 

《達成状況の評価》 
 策定時と比較すると減少傾向にあるが、人間の生活圏と野生動物の生
息地が近接していることもあり、目標値達成には至らなかった。 

 
《新たな目標値の設定理由》 

 野生動物による人的被害及び物的被害は、あってはならないとの考え
から引き続き０件で設定を行い、野生動物との共生を目指す。 

 

目標名 策定時 現在値 目標値 目標値との比較 新たな目標値 

④学校給食における

地場産農作物の使

用割合 

 H28（2016）年度 R6（2024）年度 R4（2022）年度 

達成 

R12（2030）年度 
重量 

ベース 
23.9% 25.5% 25.0%  

金額 
ベース 

- （70.0%） - 
75.0% 

（金額ベース） 
 

《達成状況の評価》 
 学校給食における地元農産物の使用割合は、市産農産物を優先的に購入したことや、じゃがいも、にんじん、大根、
キャベツの契約栽培においては、生産者の生育管理の向上や納品規格の幅を広げることにより、現時点では重量ベー
スの目標値を達成している。 

 
《新たな目標値の設定理由》 

 食育基本法に基づいた国の「第４次食育推進基本計画」に準じ、
従来の重量ベースから金額ベースへ変更した。令和３年度の実績
６９％から概ね年１％の向上を目指し、令和９年度までに７５％
を目標値とし、その後目標値を維持継続することとした。 

【基本目標４】生活環境の保全 

目標名 策定時 現在値 目標値 目標値との比較 新たな目標値 

①環境基準の達成率 

（水質） 

R1（2019）年度 R6（2024）年度 R12（2030）年度 
達成 

R12（2030）年度 

100% 100% 100% 100% 
 
《達成状況の評価》 

 継続的な調査監視により、河川の環境基準が設定されている馬見ヶ崎川白

川橋地点、村山高瀬川 十文字橋地点、本沢川 台谷柏橋地点の BOD 値（水

の汚れの指標）は連続して環境基準を達成している。 
 
《新たな目標値の設定理由》 

 全地点で BOD の環境基準を達成しているため、引き続き全地点での達成  

を目標とし、安心安全に暮らせる良好な生活環境の保全に取り組んでいく。 

 

目標名 策定時 現在値 目標値 目標値との比較 新たな目標値 

②市民一人あたりの都

市公園面積（累計） 

R1（2019）年度 R6（2024）年度 R6（2024）年度 
未達成 

R12（2030）年度 

15.76 ㎡/人 16.20 ㎡/人 16.32 ㎡ /人 16.47 ㎡/人 
 
《達成状況の評価》 

 計画的な公園整備を継続することで順調に増加していたが、目標値には一歩届かなかった。 
 

《新たな目標値の設定理由》 

 令和２年国勢調査時の人口を基準に、整備予定の公園の面積を踏まえた   

市民一人当たりの都市公園面積を算出し設定した。 

【基本目標５】環境意識の向上 

目標名 策定時 現在値 目標値 目標値との比較 新たな目標値 

①環境学習への取組み率 

（市民意識調査結果） 

R1（2019）年度 
（※）により評価 

R12（2030）年度 
- 

R12（2030）年度 

25.1% 50% 50% 

②国民運動の認

知度（市民意

識調査結果） 

 R1（2019）年度 R6（2024）年度 R12（2030）年度 

- 

R12（2030）年度 
ＣＯＯＬ 
ＣＨＯＩＣＥ 8.1%  50%  

デコ活 - （※）により評価 - 50% 

（※）市主催環境関連講座等の

参加者数 

R1（2019）年度 R6（2024）年度 - - - 

148 人 574 人 - - - 

《達成状況の評価》 

 国民運動「COOL CHOICE」については「デコ活（脱炭素につながる新し

い豊かな暮らしを創る国民運動）」に移行したが、環境展などのイベント

での普及啓発活動、市民・事業者向け講座実施など、COOL CHOICE（デコ

活）関連事業により環境意識の醸成・定着に継続的に取り組んでおり、

（※）市主催環境関連講座等の参加者数が令和２年度以降継続して増加

していることから、両指標について向上が図られたと考える。 

《新たな目標値の設定理由》 

 国民運動「COOL CHOICE」については、認知度５０％を目標に運動の周知を行ってきたが、令和４年１０月か

ら「デコ活」へ移行したため「デコ活」の認知度５０％を目標とする。 
 

目標名 策定時 現在値 目標値 目標値との比較 新たな目標値 

③自然学習（活動）の参加者延

べ人数 

R1（2019）年度 R6（2024）年度 R12（2030）年度 
未達成 

R12（2030）年度 

75,152 人 62,576 人 85,000 人 85,000 人 

《達成状況の評価》 

 目標値の令和１２年度まではまだ期間を残しているが、コロナ禍で

イベントの有り方などが見直された影響により一度落ち込んだ数値

の伸びが鈍く、目標数値は未達成となっている。 

《新たな目標値の設定理由》 

 コロナ禍の影響により一度落ち込んだ数値の伸びが鈍い。着実に参

加人数を増やしている学習会もあることから、目標値を継続する。 



 

第４次環境基本計画の基本施策における主な事業の取組状況 
【基本目標１】脱炭素社会（ゼロカーボンシティ） 
⑴ 省エネルギーの推進 

  ア 建物等の省エネルギーの推進 

省エネ健康促進住宅補助事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

山形県が実施する「やまがた

省エネ健康住宅（やまがた健康

住宅）」の認証を受けた住宅を建

築又は購入した市民にその費用

の一部を補助した。 

CO2排出削減量（年間） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

4.41t-CO2 
6.31t-CO2 

（暫定値） 

- 

（未確定） 
‐ 

補助件数 26 件 補助件数 38 件 補助件数 50 件 ‐ 

補助事業の実施により、「やまぽっか（やまがた省エネ健康住

宅）（旧やまがた健康住宅）」の認知度が高まり、補助件数の伸びが

みられた。更に省エネ性能の高い住宅の普及啓発を行っていく。 

   本庁舎照明 LED 事業【資産マネジメント課】 

事業内容 事業実績 

本庁舎照明の LED 化を行っ

た。 

CO2排出削減量（年間） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

LED 完了により、約 234ｔ-CO2 削減   ‐ 

1 階・2 階 地階・3 階・4 階 5 階～11 階 ‐ 

令和 3～5 年度の 3 年間で市庁舎の LED 化を完了 

20 型（20W）837 本  

40 型（40W）6,862 本 

の直管型蛍光灯を LED に交換し、電気使用量が減ったことによ

り、CO2排出削減となった。  

   公衆街路灯助成事業【広報課】 

事業内容 事業実績 

町内会等で所有、維持管理す

る公衆街路灯の LED 化に対して

支援を行った。 

CO2排出削減量（年間） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

94.5ｔ-CO2 32.7ｔ-CO2 68.9ｔ-CO2 60.4ｔ-CO2 

133 灯 46 灯 97 灯 85 灯 

 公衆街路灯の LED 化を助成した。主に水銀灯から LED 機器への交

換で、電気使用量が減ったことにより、CO2排出削減となった。引き

続き事業を行い、省エネルギー化を促進する。 

照明灯長寿命化事業【道路維持課】 

事業内容 事業実績 

市道照明灯の機能確保及び

老朽化への対策として、予防保

全型管理へと転換し、LED 化を

推進した。 

CO2排出削減量（年間） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

LED 完了によ

り約 1,878t-

CO2削減 

- - - 

道 路照明 灯

LED 化 

2,900 灯完了 

- - - 

令和３年度に設置工事を行い、LED 化を完了 

電気使用量が減ったことにより、CO2排出削減となった。  
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省エネ高効率設備導入補助事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

市民・事業者の省エネ高効率

設備（エアコン、給湯機器、調

光制御機能 LED）の導入を支援

した。 

市民の CO2排出削減量（年間） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

- - - 140t-CO2削減 

- - - 補助人数 200  

事業者の CO2排出削減量（年間） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

- - - 40t-CO2削減 

- - - 補助事業者 25 

令和 6 年度から（国の交付金を活用）実施している。省エネ効率

がより高い設備の導入、転換が進んだ。主に省エネ高効率のエアコ

ンへの転換が進んだ。今後も市民・事業者の省エネ設備導入・更新

に補助を行い、省エネルギー化を推進する。 

   木質バイオマス需要拡大支援事業【森林整備課】 

事業内容 事業実績 

環境に優しい木質バイオマ

スを燃料とする暖房機の普及

を促進した。 

一般住宅及び事業所の補助件数（薪・ペレット） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

15 件 16 件 24 件 3 件 

 木質バイオマスを燃料とする暖房機の普及が促進された。 

令和５年度で薪・ペレットストーブ単独補助は終了したが、市産材

を利用した戸建て住宅への補助金の加算枠として補助を継続するこ

とで更にバイオマスを燃料とする暖房機の普及に努める。 

  イ 次世代自動車の普及促進 

   庁用車の次世代自動車の導入推進【資産マネジメント課・上下水道部総務課】 

事業内容 事業実績 

庁用車の更新にあわせて、次

世代自動車を導入した。 

保有状況 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

資産マネジ

メント課 

ＥＶ  ３台  ４台  ５台 ９台 

ハイブリッ

ド車 

 ７台  ９台 １０台 １５台 

全車両台数 ９１台 ９１台 ８９台 ９２台 

上下水道部

総務課 

ハイブリッ

ド車 

 ２台  ２台  ２台 ２台 

全車両台数 ４４台 ４４台 ４１台 ３９台 

代替可能がない場合以外は次世代自動車を導入することで、二酸

化炭素排出量の削減となった。災害時の非常用電源としての活用な

どの効果が期待できることからも、今後も可能な限り次世代自動車

の導入を行っていく。 

ウ 環境に配慮したライフスタイルへの変革 

   デコ活普及啓発事業（旧山形まるごと COOL CHOICE 事業）【環境課】 

事業内容 事業実績 

地球温暖化対策に資する賢い 

選 択 を 促 す 国 民 運 動 COOL 

CHOICE の普及啓発を行った。 

（２０５０年カーボンニュート

ラル実現に向けて、国民・消費

者の行動変容、ライフスタイル

変革を強力に後押しするための

運動として環境省が提言したデ

コ活へ移行） 

主な事業 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

講演会・セミナー・ワークシ

ョップ等 

16 回 9 回 11 回 6 回 

啓発物等作成 2 回 3 回 3 回 5 回 

省エネ家電やエコ住宅、太陽光パネルなどについてセミナーや講

演会を開催し、啓発物を配布するなど様々な手法で意識醸成を図っ

た。今後は環境省が推し進める「脱炭素につながる新しい豊かな暮

らしを創る国民運動」である「デコ活」として推進する。 
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⑵ エネルギーの地産地消の推進 

  ア 再生可能エネルギー等の導入促進 

   市有施設への太陽光発電設備の導入【施設所管課】 

事業内容 事業実績 

市有施設における再生可能エ

ネルギーの有効活用を図るため、

太陽光発電設備の導入を行った。 

新規導入施設の再生可能エネルギー導入量（年間） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

再生可能エ
ネルギー導
入量 

27.54 千

kWh 

105.12 千

kWh 

12.61 千

kWh 

- 

太陽光発電

設備容量 

26.2kW 

（2 施設） 

100kW 

（2 施設） 

12kW 

（1 施設） 

- 

市有施設の新築又は改築に合わせて、太陽光発電設備を導入し

た。施設のポテンシャルを最大限生かした再生可能エネルギーの

導入に努める。 

   消化ガス発電事業【上下水道部浄化センター】 

事業内容 事業実績 

下水汚泥処理で発生する消化

ガスを利用した発電事業を実施

した。 

年間発電量 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

2,474 千 kWh 2,362 千 kWh 2,007 千 kWh 1,769 千 kWh 

水処理で発生する汚泥の消化工程において発生する消化ガスを

バイオマス資源として発電に利用した。消化ガスの発電利用に加

え、コージェネレーションシステムによる排熱回収を行い、効率的

なエネルギー運用を行っている。今後も発電設備を適切に維持管

理・更新し効率的なエネルギー管理を行っていく。 

   地下水熱利用無散水消雪の導入【まちづくり政策課、道路整備課、道路維持課】 

事業内容 事業実績 

地下水熱を利用した無散水消

雪を導入した。 

新規導入施設の再生可能エネルギー導入量（年間） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

再生可能エネ

ルギー導入量 

167 千 kWh 28 千 kWh 47 千 kWh - 

導入面積 1,196.3 ㎡ 200.2 ㎡ 337.0 ㎡ - 

 市民の交通安全対策を図るとともに、再生可能エネルギーの導

入を推進できた。 

非ＦＩＴ型（自家消費型）太陽光発電設備導入補助事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

市民・事業者における再エネ導

入を促進するため太陽光発電設

備・蓄電池・EMS の設置を支援し

た。 

市民の再生可能エネルギー導入量（年間） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

再生可能エネルギー

導入量 

- - - 
54.7 千 kWh 

補助件数 - - - 13 件 

太陽光発電設備容量 - - - 52kW 

事業者の再生可能エネルギー導入量（年間） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

再生可能エネルギー

導入量 

- - - 
260.7 千 kWh 

補助件数 - - - 6 件 

太陽光発電設備容量 - - - 248kW 

令和 6 年度から（国の交付金を活用）実施している。売電を主な

目的としない自家消費型の太陽光発電設備の設置を支援すること

で、再生可能エネルギーの導入を推進した。関係業者等に広報を行

いながら、更に導入の拡大を図っていく。 
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太陽光発電設備導入補助事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

市民・事業者における

再エネ導入を促進するた

め太陽光発電設備及び蓄 

電池の設置を支援した。 

再生可能エネルギー導入量（年間） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

再生可能エネ

ルギー導入量 

694.2 千

kWh 

912.5 千

kWh 

1,014.5 千

kWh 

490.7 千

kWh 

補助件数 105 件 133 件 158 件 61 件 

太陽光発電設

備容量 

660.39kW 868.08kW 965.12kW 466.82kW 

 継続的に補助することで再生可能エネルギーの導入を推進した。 

令和６年度からは太陽光発電設備の設置を支援することで、FIT 型によら

ない再生可能エネルギーの導入を推進している。 

 

イ 分散型エネルギーの効率的利用の推進 

   市有施設への太陽光発電設備（蓄電池）の導入【施設所管課】 

事業内容 事業実績 

市有施設におけるレジ

リエンス強化を図るた

め、太陽光発電設備の導

入に併せて蓄電池の導入

を行った。 

蓄電池導入量 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

施設数 2 施設 2 施設 - - 

蓄電容量 28kW 

（2 施設） 

33.6kW 

（2 施設） 

- - 

 太陽光発電設備の導入を行った市有施設のうち、特に避難施設に指定し

ている施設については、レジリエンス向上の観点から、併せて蓄電池も導

入した。今後もレジリエンス強化のため蓄電池の導入を検討する。 

   太陽光発電設備導入補助事業【環境課】（再掲） 

事業内容 事業実績 

市民・事業者における再

エネ導入を促進するため

太陽光発電設備と併設す

る蓄電池の設置を支援し

た。 

蓄電池導入量 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

件数 105 件 133 件 158 件 61 件 

蓄電容量 500.6kWh 633.2kWh 748.7kWh 298.3kWh 

 継続的に補助することで、エネルギーの効率的な利用推進につながっ

た。今後は売電を自家消費型太陽光発電設備の周知と併せ、導入を推進す

る。 

 

⑶ 地球環境にやさしいまちづくりの推進 

ア まちのコンパクト化とネットワーク化の推進 

オープン型宅配ボックス設置事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

市有施設にオープン型

宅配ボックス PUDO（プド

ー）ステーションを設置し

た。 

 

CO2排出削減量 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

CO2排出削減量 - - 0.01ｔ-CO2 0.57ｔ-CO2 

新規設置施設数 - - １ ２ 

利用回数 - - 26 回 1,210 回 

オープン型宅配ボックスをＲ６年３月より元木公民館へ、令和６年１０

月より霞城公民館と滝山コミセンへ追加で設置することで、宅配便の再配

達を削減し運送トラックの CO2排出量を抑制した。更なる CO２排出量削減

のため、利用の普及を促す。 
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宅配ボックス普及促進補助事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

住宅の宅配ボックス設

置を支援した。 

 

CO2排出削減量 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

CO2排出削減量 - - - 1.43ｔ-CO2 

補助件数 - - - １８２ 

利用回数(推定) - - - 3,035 回 

家庭用宅配ボックスの購入及び設置を支援し、宅配ボックスの普及を促

進することで、宅配便の再配達を削減し運送トラックの CO2排出量を抑制

した。 

 

   山形市地域公共交通計画推進事業【公共交通課】 

事業内容 事業実績 

多様な交通手段

による総合的かつ

効果的な公共交通

ネットワークを構

築した。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

新しい交通サー

ビスの導入に関

するモデル事業

実施数 

４地区 ４地区 ４地区 ４地区 

MaaS 山形市 MaaS 導入

方針策定 

ポータルサイト

の開設 

デジタルチケッ

トの販売（3種類） 

デジタルチケッ

トの販売（2種類） 

JALMaaSとの連携 

デジタルチケッ

トの販売（1種類） 

 

コミュニティサ

イ ク ル の 導 入

（累計） 

- 電 動 自 転 車 約

180 台、サイクル

ポート約 40箇所 

電 動 自 転 車 約

280 台、サイクル

ポート約 80 箇所 

電 動 自 転 車 約

288 台、サイクル

ポート 91 箇所 

その他 - ・市職員を対象

としたノーマイ

カー通勤の実施 

 

・市職員を対象

としたノーマイ

カー通勤の実施 

・新駅設置に係

る検討 

・市職員を対象

としたノーマイ

カー通勤の実施 

 

事業の実施により、多様な交通手段による総合的かつ効果的な公共交通ネッ

トワークを構築した。地域の状況と地域住民のニーズに合わせた移動手段を検

討し、施策の展開を図っていく。 

   

公共交通運行事業【公共交通課】 

事業内容 事業実績 

山形市コミュニティバス東

部・西部循環線（ベニちゃんバ

ス）及び高瀬線、地域交流バス

南部線を運行した。 

年間利用者数（東部・西部・高瀬・南部線） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

376,013 人 440,798 人 484,295 人 513,917 人 

コロナ後、徐々に利用者は増加した。乗り継ぎポイントの環境を整

え、交通結節点を整備することで、利用者をより増加させ、機能的、

効率的な公共交通ネットワークの構築を図っていく。 

イ 二酸化炭素吸収源の確保 

   市有林、環境保全林等の整備【森林整備課】 

事業内容 事業実績 

山形市森林整備計画に基づ

き新植、枝打ちなどの整備を行

った。 

市有林の間伐面積 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

9.33ha 2.48ha 11.37ha 1.80ha 

水源涵養林の間伐、枝打、樹下植栽等の維持管理を計画的に行った。 

引き続き間伐等の整備を行うことで市有林の保全を行い、二酸化炭

素吸収源の確保に取り組んでいく。 
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ウ 地域資源の有効活用と近隣自治体との連携 

   農産物販路開拓支援事業【農政課】 

事業内容 事業実績 

本市農業の活性化を図るた

め、観光農業・体験農場の情報

発信、特産野菜・伝統野菜のブ

ランド化等、農産物の付加価値

を高める多角的な事業を推進

した。 

グリーン・ツーリズム取組者数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

22 人 22 人 22 人 20 人 

地元の農産物など地域資源を有効活用している観光農園・直売所・

農家レストラン等の施設のネットワークづくりを進めながら、都市

住民に向けた PR 活動を実施することにより、グリーン・ツーリズム

施設への誘客を図った。高齢化により会員が減少しているが、農業

振興や観光資源の創出という点からも、新会員の募集等を行い、事

業を継続していく必要がある。 

エ 先進技術の活用 

   スマートシティ推進事業【情報企画課】 

事業内容 事業実績 

更なるデジタル化
を推進することによ
り、アフターコロナ時
代を地方創生のチャ
ンスと捉えて多様化・
複雑化する地域課題
を迅速に解決し、安全
で快適な社会の実現
を目指すため、デジタ
ル技術を有効に活用
したスマートシティ
推進の取組を実施す
る。 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

令和 4 年
3 月 
山 形 市
ス マ ー
ト シ テ
ィ 推 進
基 本 計
画策定 

・MaaS プラットフ
ォーム整備 

・シェアサイクル
運用開始 

・山形市MaaSアプ
リ「らくのる」運
用開始 

・MaaS プラットフォ
ーム運用 

・シェアサイクル拡
充 

・山形市 MaaS アプリ
「らくのる」運用 

・生成 AI 利活用開始 
・証明書コンビニ交

付の拡大（税証明 
R6.1） 

・書かない窓口シス
テムの開始 R6.1 

・MaaS プラットフ
ォームの継続運
用 

・やまがたMaaSコ
ンソーシアムの
運営 

・仙台市との連携
に向けた検討・
協議 

・AI オンデマンド
交通システム試
行 

山形市スマートシティ推進基本計画に基づき、MaaS の整備や、生成 AI の活
用など重点施策に基づく取組を実施した。今後も市民の利便性向上のために
継続していく。 

⑷ 気候変動への適応 

  ア 災害に強いまちづくりの推進 

   緊急時情報伝達手段整備事業【防災対策課】 

事業内容 事業実績 

災害時の市民への一斉伝達
手段等が使用できない場合に
おける情報収集伝達手段の充
実を図り、市民が安全・安心に
生活できるまちづくりを目指
した。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

防災対策課
X(旧ツイッタ
ー)のフォロ

ワー数 

17,884 人 17,533 人 17,263 人 17,635 人 

 市民等への災害情報の発信について、多様化・多重化に資する取組
を維持できた。今後も取組を維持するとともに、新たな情報伝達手段
の確保について検討する。 
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 洪水ハザードマップ普及促進事業【河川整備課】 

事業内容 事業実績 

洪水時の浸水想定区域や避難
に関する情報を掲載した洪水ハ
ザードマップを作成し普及促進
を図った。 

周知・啓発活動の実施回数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

2 回 5 回 4 回 4 回 

地区の文化祭に参加し、普及促進のためのパネルを展示した。 
来場者には洪水ハザードマップを配布して防災意識の向上を図っ

た。今後もハザードマップの啓発活動により水害に対する意識改革
を図っていく。 

   災害廃棄物処理対策事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

非常災害時における廃棄物の
適正かつ迅速な処理体制の確保
及び災害ごみの処理方法の周知
広報を行った。 

周知・啓発活動の実施回数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

１回 １回 １回 １回 

市の広報紙で災害ごみの処理方法の周知を行った。令和５年８月
２２日に山形県資源循環協会と「非常災害時における災害廃棄物の
処理等に関する協定」を締結した。発災時の円滑な災害廃棄物処理
のため、引き続き事業に取り組んでいく。 

イ 適応策に関する情報の把握 

   気候変動適応に対する情報収集 【環境課】 

事業内容 事業実績 

気候変動適応センター主催
の研修会で、気候変動の影響に
よる被害の軽減対策（適応策）、
温室効果ガスの排出抑制対策
（緩和策）及び気候変動適応計
画策定方法についての情報収
集を行った。 

研修会参加数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

2 回 1 回 3 回 3 回 

将来的に生じうる気候変動の影響や適応計画策定マニュアルな
ど、収集した情報を基に、山形市地球温暖化対策実行計画（区域施
策編）に包含する形で、気候変動適応計画を策定した。引き続き情
報収集を行い、適応策を把握し、情報発信に努める。 

 

 

 

7



 

【基本目標２】循環型社会 
⑴ ごみ減量とリサイクルの推進 

  ア ごみの発生抑制・排出抑制の推進 

ごみ減量・もったいないねット山形活動活性化事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

市民、事業者、行政が共に考

え、実践し、相互に協力連携を

図る場として設立した「ごみ減

量・もったいないねット山形」

の活動を支援し、連携してごみ

減量と再資源化を推進し、循環

型社会の形成を目指した。 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

各種イベントでの啓発活動や研修会等へのアドバイザー派遣に

よるごみ減量・リサイクルの推進 

コロナ 5 類以降はごみ減量とリサイクルの啓発活動等を再開し、

アドバイザー派遣等を通して市民へのごみ減量と資源の再利用の意

識づけを促進できた。引き続き団体と連携して 5R 推進活動に取り組

む。 

 

事業系一般廃棄物削減対策事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

事業者から排出される一般廃

棄物の分別の徹底や資源ごみの

リサイクル化などの手法を検証

しながら、事業系一般廃棄物の

減量を図った。 

事業系一般廃棄物排出量 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

21,136t 21,200ｔ 21,435ｔ 21,148ｔ 

事業系一般廃棄物の排出量は微増の傾向にある。分別の徹底や資

源ごみのリサイクル化を推進し、引き続き減量を図っていく必要が

ある。 

  

イ 再使用・再生利用の推進 

小型家電リサイクルに関する事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

家庭から出されるパソコン

やスマートフォン等の小型家

電を回収し、それらに含まれる

鉄、アルミ、レアメタルなどの

有用金属の再資源化を図った。 

総回収量 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

13,289 ㎏ 13,429 ㎏ 12,995 ㎏ 

22,883 ㎏ 

46 品目から 66 品目に対 

象品目を追加。 

 小型家電の総回収量は横ばい傾向にあったが、対象品目追加によ

り、ごみ減量と再資源化の拡大につながった。ごみの減量と資源の

有効活用について市民の理解と協力を得ながら取り組んでいく。 

不用品リユース事業【循環型社会推進課】  

事業内容 事業実績 

市の不用備品や回収イベン

トで市民から引き取った小型

家具等を山形市「メルカリ

Shops」で販売しリユースを推

進した。 

ブックオフの「キモチと。」プ

ログラムを開設し､本やＣＤ等

のリユース及び査定額相当額

の寄附を受入する取り組みを

開始した。 

山形市「メルカリ Shops」売却実績（販売手数料等を含む） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

- 77,500 円

（R5.2.16 開設） 

売却：26 品 

931,100 円 

売却：123 品 

496,200 円 

売却：237 品 

※令和 5 年度は、市立山形商業高等学校の教育プログラムによる出品分を

除く。 

 

・庁内不用品のマッチングや市民からの中古家具等回収イベントを

開催し、メルカリ販売によりリユースにつながった。引き続きメル

カリ Shops を運営するとともに市民のリユース実践を啓発してい

く。 

・ブックオフの取組は、令和６年３月２８日に連携協定締結と同時

に、WEB 受付と市庁舎及び公民館でのボックス回収を開始した。市

報やイベント等で周知し、利用促進を図っていく。 
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 学校給食のリサイクル推進事業【学校給食センター】 

事業内容 事業実績 

生ゴミ（残食含む）だけでな

く、食材付属物や調理に伴う廃

棄物（ダンボール・廃油・缶類

等）のリサイクルに取組んでい

る。生ゴミは堆肥にリサイクル

し、小・中学校へ還元した。 

給食リサイクル量 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

283,700kg 283,613kg 271,289 ㎏ 269,718 ㎏ 

食品廃棄物の堆肥化により、山形広域炊飯施設及び給食センター

でのリサイクル率は 90％以上となっている。継続的に学校給食の残

渣や廃棄物をリサイクルできる資源とすることで、資源の循環に取

り組んでいく。 

   集団資源回収推進事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

家庭ごみの中の、リサイクル

可能な古紙類・布類等の資源物

を資源回収により回収し、ごみ

の減量と再資源化を図った。 

  

 

集団資源回収実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

5,696t 回収 

4,856 回 

5,376t 回収 

5,167 回 

4,926t 回収 

5,380 回 

4,566t 回収 

5,365 回 

 各地区の実施団体による資源回収で、リサイクルの推進が図られ

た。効果的な資源回収の利用促進を引き続き啓発し、ごみ減量の意

識付けと再資源化に寄与する。 

   古紙回収支援事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

もやせるごみの減量と集団

資源回収事業を補完するため、

集積所において｢雑がみ｣を含

めた古紙類を回収し、リサイク

ルを推進した。 

古紙回収量 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

2,917ｔ 2,879ｔ 2,642ｔ 2,567t 

 ペーパーレス化と店頭回収など多様な排出先等により回収量は減

少傾向にある。引き続き取り組み、分別の徹底による更なる再資源

化を促進する。 

ウ 食品ロス削減の推進 

ごみ減量等推進事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

30・10 運動をはじめとする

食品廃棄物削減の推進、事業

者への情報提供・啓発などを

行い、食品ロスに対する意識

向上とごみの減量を図った。 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

ラジオや市の広報誌への掲

載、30・10 運動啓発用コース

ターの配布による周知等 

啓発用動画配信、ラジオや市の広

報誌への掲載、30・10 運動啓発用

コースターの配布による周知等 

市報やコミュニティラジオでの発信に加え、ごみ分別アプリ「さん

あ～る」等 SNS を活用のほか、Youtube を活用して啓発活動の拡充に

取り組んだ。食べきり等食品ロス削減の情報を定期的に発信してい

く。 

 

 エ プラスチック資源循環の推進 

   ごみ減量・もったいないねット山形活動活性化事業【循環型社会推進課】（再掲） 

事業内容 事業実績 

市民、事業者、行政が共に考え、

実践し、相互に協力連携を図る

場として設立した「ごみ減量・も

ったいないねット山形」の活動

を支援し、連携してごみ減量と

再資源化を推進し、循環型社会

の形成を目指した。 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

食品用容器リサイクル店頭回収キャンペーン、ラジオ

や市の広報紙への掲載 

引き続き広報により、プラスチック資源循環の推進に取り組んで

いく。 
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⑵ 廃棄物の適正処理の推進 

 ア 一般廃棄物の適正処理の推進 

ごみの適正な分別の推進・啓発【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

町内会、環境保健推進協議会、
収集運搬事業者等と連携し、ごみ
を適正に処理した。 

ごみ減量・分別大百科の改訂
や、新たにごみ分別アプリを配信
し、ごみの適正な分別の推進・啓
発を行った。 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

ごみ減量・分別大
百科やごみの分
け方・出し方ポス
ターによるごみ
の適正な分別の
推進・啓発 

ごみ減量・分別
大百科（改訂）や
ごみ分別アプリ
等によるごみの
適正な分別の推
進・啓発 

ごみ減量・分別大百
科（改訂）・ごみの分
け方、出し方ガイド
ブックやごみ分別ア
プリ等によるごみの
適正な分別の推進・
啓発 

ごみ分別アプリ等を活用したごみの適正な分別の推進・啓発を
継続して実施していく。 

   上野最終処分場第二期整備事業【廃棄物指導課】 

事業内容 事業実績 

上野最終処分場の埋立作業の
効率化及び埋立容量の拡張によ
り長期運用を図る。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

設計

業務 

（Ｒ２～）基本設計

を実施し、拡張後の

総 埋 立 容 量 は

750,000 ㎥（243,529

㎥の増設）と算定 

- 実施設計（Ｒ５～Ｒ６） 

環境

影響

評価 

（Ｒ２～Ｒ７）環境影響評価業務を実施しており、工事

等における環境保全措置を検討中 

拡張工事は令和７～９年度の３か年で行い、令和９年度より供
用開始を予定している。 

  

イ 産業廃棄物の適正処理の推進 

産業廃棄物適正処理推進事業【廃棄物指導課】  

事業内容 事業実績 

産業廃棄物処理業者及び産業
廃棄物処理施設に対し定期的に
立入検査を行うとともに、規模の
大きい施設では排水等の水質検
査を行い、廃棄物の適正処理、処
理施設の適正な運営を指導した。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

立入検査件数 39 件 41 件 54 件 44 件 

排水等の検査検体数 24 検体 24 検体 24 検体 24 検体 

 今後も廃棄物の不適正な処理については積極的に立入検査を行
い、適正処理を推進する。 

 

ウ ポイ捨て・不法投棄対策 

空き缶等散乱防止対策事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

空き缶、たばこの吸い
殻、ペットのふん等の散乱
のない良好な環境の形成
を図るため、ポイ捨て防止
の周知・啓発を行った。 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

啓発ポ
スター
掲示 

408 か所 
980 枚 

352 か所 
850 枚 

355 か所 
874 枚 

327 か所 
747 枚 

啓発活
動実施
会場 

- １ 街なか
賑わいフ
ェスティ
バル 

２ 七日町
ドリンク
テーリン
グ 

１ 花笠サマー
フェスティバ
ル 

２ 街なか賑わ
いフェスティ
バル 

 
路上禁煙マナー
ストリートエリ
ア拡大（Ｑ１前

１ 花笠サマ
ーフェステ
ィバル 

 
２ 街なか賑

わいフェス
ティバル 
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通り、山形駅東
口・西口広場） 

ポイ捨て防止の周知啓発については、ポイ捨て防止キャンペーンや路
上禁煙マナーストリートエリア拡大を通して継続して実施していく。 

 

不法投棄対策事業【廃棄物指導課】 

事業内容 事業実績 

監視カメラの設置・村山地

区不法投棄防止対策協議

会、庁内関係課との連携に

よるパトロールの実施な

ど、不法投棄をしない・さ

せない環境づくりを行っ

た。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

不法投棄 110 番

への通報実績 
83 89 71 64 

協定締結団体か

らの報告件数等 
3 1 3 3 

原状回復・指導

等対応済の割合 
100％ 100％ 100％ 100％ 

市民からの通報に加え、協定締結団体からの業務中の不法投棄発見の

情報提供により、早期発見・被害拡大防止が図られてきた。不法投棄の原

状回復や指導等の対応は 100％行っている。今後も継続して取り組む。 
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【基本目標３】自然との共生 

⑴ 生物多様性保全の推進 

  ア 生物多様性への理解の促進 

イ 動植物の生息・生育環境の保全 

ウ 外来生物対策 

 

 

  

環境保全型農業生産基盤整備事業(自然循環型農業推進)【農政課】     

事業内容 事業実績 

 農業の持続的発展と、本来
備わっている自然循環機能の
維持増進により、環境との調
和を図るとともに、より安全
で安心できる農産物の安定供
給を目指し、環境保全型農業
の確立・普及を推進した。 

化学農薬低減技術導入事業の受益面積（累計） 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   
  97ａ 97ａ 107ａ 117a   

 農業の持続的発展と、環境との調和を図るとともに、より安
全で安心できる農産物の安定供給を目指し、今後も事業を継続
し、農地周辺の生態系の保全を推進する。 

 

自然環境活動促進事業【環境課】           

事業内容 事業実績 

 市民を対象に、自然環境
への関心を高め自然保護意
識の高揚を図るため観察会
を実施した。 

各観察会の回数及び年間延べ参加人数 

    Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   
  自然観察会 46 名 30 名 50 名 54 名   

  アサギマダラマ
ーキング観察会 

中止 30 名 25 名 25 名 
  

 希少な動植物の数々を市民の方に知っていただき、自然保護の大
切さを知ってもらう機会を提供することができた。今後も事業実施
により、生物多様性への理解を促進する。 

 

外来生物の情報発信【環境課】         
事業内容 事業実績 

 外来生物等について、特徴や
駆除方法をホームページ等で
周知した。 

ホームページでの周知 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   
  ・オオキン

ケイギク 
・オオキン
ケイギク 
・セイタカ
アワダチソ
ウ 

・オオキン
ケイギク 
・セイタカ
アワダチソ
ウ 
・アメリカ
オニアザミ 

・オオキンケイ
ギク 
・セイタカアワ
ダチソウ 
・アメリカオニ
アザミ 
・アカミミガ
メ、アメリカザ
リガニ 

  

 今後も迅速な情報発信を行い、生態系や人間への悪影響を及ぼ
さないよう、予防に努める。 
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⑵ 自然環境が持つ多面的機能の維持・向上 

 ア 農地の保全 

  

 

森林病害虫等防除事業【森林整備課】 

事業内容 事業実績 

森林病害虫等の駆除
及び被害拡大を防止
し、森林資源及び森林
の持つ公益的機能の維
持増進に努めた。 

森林病害虫等防除対策の実施数 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

【松くい虫被害対策】 
伐倒・くん蒸処理 
樹幹注入・枯損木伐倒 

321 本 268 本 130 本 158 本 

【ナラ枯れ被害対策】 
予防剤注入 

257 本 247 本 281 本 147 本 

松くい虫被害・ナラ枯れ被害の対策に引き続き取り組み、アカマツ・
ナラ林等の森林資源の保全に努めていく。 

 

新規就農支援事業【農政課】 

事業内容 事業実績 

農業者の後継者不足等
により山形市の担い手農
業者が減少していること
から、農業従事者の育成・
確保を図るため、経営安
定を図るために就農初期
の経営に対する支援を行
った。 

また、新規就農者受入
協議会において、関係機
関と連携しサポートを行
った。 

新規就農支援事業費補助金の実績 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

機械・施設導入補助 ３人 ２人 ３人 ４人 

施設修繕補助 １人 ２人 － ２人 

農地賃借料補助 ２人 ２人 ５人 １１人 

住宅家賃補助 － ２人 ２人 ２人 

 補助金の活用者数は、年度によってバラつきはあるが、新規就農
者の経営安定のために有効活用されていると思われる。 
 今後は、新規就農者のうち、独立自営就農者の安定経営に繋がる
施策を継続していくとともに、雇用を必要とする大きな農業形態の
育成が必要である。耕作放棄地の解消・耕作地の維持により、農地
の保全に努める。 

 

市産材利用拡大促進事業【森林整備課】         
事業内容 事業実績 

 住宅建築分野におけ
る市産材の需要拡大を
図り、森林資源の循環
利用促進及び木材関連
産業の活性化に資する
ため、市産材を使用し
た新築住宅への補助を
行う。 

補助件数 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   
  29 件 29 件 29 件 20 件   
 市産材を利用した新築住宅に補助を行うことで、市産材の利用拡
大を促進し、森林資源の循環利用促進及び木材関連産業の活性化に
つながった。今後も継続していくことで更なる市産材利用拡大に努
めたい。 

 

多面的機能支払交付金事業【農村整備課】 

事業内容 事業実績 

農業・農村の有する多
面的機能の維持・発揮を
図るため、農業者等で組
織し実施する農用地、水
路等の基礎的な保全管理
活動（農地維持支払）、地
域資源の質的向上を図る
共同活動（資源向上支払
（共同活動））及び水路・
農道等施設の長寿命化の
ための活動（資源向上支
払（長寿命化））に対する
支援を行った。 

活動組織数及び面積（ha) 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

農地維持支払 37 組織 
2,973ha 

37 組織 
2,946ha 

37 組織 
2,935ha 

37 組織 
2,970ha 

資源向上支払
（共同活動） 

26 組織 
2,371ha 

26 組織 
2,347ha 

27 組織 
2,387ha 

28 組織 
2,421ha 

資源向上支払
（長寿命化） 

32 組織 
2,779ha 

32 組織 
2,755ha 

32 組織 
2,745ha 

31 組織 
2,710ha 

地域の共同活動が持続し農地の保全が図られ、農業・農村の有す
る多面的機能が継続して発揮されるよう支援を行っていく。 
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イ  森林の保全・育成・管理の推進 

 ウ 水辺環境の保全 

河川一斉清掃【河川整備課】             

事業内容 事業実績 

 市民参加による「河川一斉清
掃」を実施し、河川愛護に対する
市民意識の向上と美しい水辺環
境の保全を図った。 

参加人数、ごみ収集量 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   
  

中止 
6,874 人        
5,953Kg 

6,766 人  
7,169 ㎏ 

7,130 人  
5,135 ㎏ 

  

 河川一斉清掃の実施により、引き続き河川愛護に対する意
識の向上・美しい水辺環境の保全を図っていく。 

 ⑶ 野生動物との共生 

   ア 鳥獣被害対策の強化 

地域鳥獣被害対策指導業務【環境課】          
事業内容 事業実績 

 地域が主体となった鳥獣対
策を実施するため、野生鳥獣
の生態や対策を指導し、地域
が実施する対策に対し補助を
行った。 

①地域鳥獣対策指導業務 
②補助対象 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６  
  ①高瀬地区 

②山寺地区 
①楯山地区 
②山寺地区 
 高瀬地区 

①蔵王地区 
②山寺地区 
 高瀬地区 
 楯山地区 

①東沢地区 
②山寺地区 
 高瀬地区 
 楯山地区 
 蔵王地区 

 

 野生鳥獣の生態と被害対策を知ってもらうことで、地域住民
による出没させない環境づくりに引き続き繋げていく。 

イ 集団化した動物による生活被害の低減 

バードプロテクターの整備・貸出し【環境課】         
事業内容  事業実績 

 鳥の追払い機器（バード
プロテクター）を整備し、鳥
害対応として貸出しを行っ
た。 

実施状況 
 

   Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   
  ①所有台数 

②貸出件数 
③延べ貸出台数 

- ①8 台 ①10 台 
②17 件 
③23 台 

①12 台 
②18 件 
③24 台 

  

 町内会や市民の方の協力を得ながら、鳥害へ対応する体制づく 
りを今後も続け、野生動物との共生を目指す。 

 

市有林、環境保全林等の整備【森林整備課、上下水道部総務課】 

事業内容 事業実績 

山形森林整備計画に基づ
き新植、枝打ちなどの整備
を行った。 
良質な水源の確保や洪水

の緩和を図るため、水源涵
養林の間伐、枝打、樹下植
栽等の維持管理を計画的に
行った。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

森林整備
課 

間伐 
9.33ha 

間伐 
2.48ha 

間伐 
11.37ha 

間伐 
1.8ha 

上下水道
部総務課 

下刈り
3.05ha 

下刈り 
3.05ha 

間伐 
5.24ha 

作業道開設 
910ｍ 

下刈り
3.05ha 

下刈り
3.05ha 

皆伐 
1.04ha 

植栽 
1.08ha 

引き続き間伐等の整備を行うことで市有林の保全を行うととも
に、良質な水源の確保や洪水の緩和を図っていく。 

 

 有害鳥獣等食害対策事業【農村整備課】 

事業内容 事業実績 

電気柵等設置への補助など
を行い、有害鳥獣による農作物
の食害を防いだ。 

農作物の被害状況、被害通報の件数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

６８件 ５４件 ４９件 ３０件 

 引き続き、自衛的な鳥獣対策により、農作物被害の減少に
繋げていく。 
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【基本目標４】生活環境の保全 

⑴ 安全安心に暮らせる良好な環境の保全 

  ア 良好な生活環境の保全 

   大気・水質等の立入検査による事業者指導【環境課】 

事業内容 事業実績 

立入検査を行い、排出基準の
遵守状況を確認・指導した。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

排水監視指導 40 件 47 件 41 件 38 件 

排ガス監視指導 24 件 3 件 1 件 10 件 

ダイオキシン類対策指導 2 件 2 件 2 件 2 件 

有害物質を取り扱い、排出する事業所に対し適時立入検査を実施。
今後も違反があった事業所に対し指導を行い、改善したことを確認
し、良好な生活環境の保全を推進する。 

   大気・水質等の環境調査【環境課】 

事業内容 事業実績 

環境調査を行い、環境基準へ
の適合状況を確認した。 

実施状況 

内訳 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

水質監視 
①河川 
②地下水 

①26 地点 
②17 地点 

①23 地点 
②17 地点 

①24 地点 
②17 地点 

①25 地点 
②18 地点 

大気監視 3 地点 3 地点 3 地点 3 地点 

ダイオキシ
ン監視 
①大気 
②河川 
③地下水 
④土壌 

①1 地点 
②2 地点 
③1 地点 
④2 地点 

①1 地点 
②1 地点 
③1 地点 
④2 地点 

①1 地点 
②1 地点 
③1 地点 
④2 地点 

①1 地点 
②1 地点 
③1 地点 
④2 地点 

経年観察が必要な地点については毎年調査を実施、その他状況把
握に必要な地点で調査を実施した。環境基準超過地点については追
加調査を行った。今後も良好な生活環境保全を推進していく。 

生活排水処理対策事業【廃棄物指導課】 

事業内容 事業実績 

合併処理浄化槽設置等に対する補助金
の周知を図り、切替を促した。生活排水処
理率は向上し、浄化槽管理者には適切な
使用の啓発を行った。 

生活排水処理率 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

94.5％ 94.9％ 95.1％ 95.4％ 

生活排水処理基本計画に基づき、引き続き生活排水処理
率の向上及び浄化槽の適正管理の推進により、良好な生活
環境の保全に努める。 
（参考：生活排水処理基本計画の目標数値） 

中間目標年度（令和 9 年度）までに 96.2％ 
目 標 年 度（令和 14 年度）までに 97.4％ 

 

イ 地盤沈下の防止 

地盤沈下対策事務【環境課】 

事業内容 事業実績 

地下水の適正利用の推進・指

導及び地下水位、地盤沈下量の

観測を行った。 

地下水位、地盤沈下量観測地点数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

10 地点 10 地点 10 地点 10 地点 

 地下水の適性利用の推進、指導により、地下水位は全体的に回復
傾向にあるが、一部に低下がみられる地点もある。地盤沈下はなお
続いているものの、沈下量は減少傾向にある。今後も水位観測と適
正利用推進に取り組み、地盤沈下防止に努める。 
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ウ フロン類の漏えい防止 

フロン類回収業者の登録業務【廃棄物指導課】  

事業内容 事業実績 

使用済自動車の再資源化等
に関する法律に基づく使用済
自動車からフロン類を回収し
ようとする事業者の登録を行
った。 

登録事業者数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

24 者 24 者 17 者 16 者 

フロン類を回収しようとする事業者の登録を行うとともに、国へ
のフロンの回収量等の報告漏れを防ぐため、報告漏れのあった登録
事業者等について報告を促した。継続してフロン類漏えい防止に努
める。 

 

エ 感染症に強いまちづくり  

鳥インフルエンザ等対策【環境課】 

事業内容 事業実績 

県と連携し、発生時には注意
喚起を行う他、関係機関との情
報共有を図った。 

発生状況 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

鳥インフルエン
ザ陽性例数 

無 ４例 無 無 

豚熱陽性頭数 ２６頭 無 ４頭 ２頭 

鳥インフルエンザ・豚熱に対しては、発生時の迅速な対応ができ
るよう、日頃よりマニュアル等の確認を行う。 

   

 ⑵ 清潔な環境の保全 

ア まちの美観の保全 

バードプロテクターの整備・貸出し【環境課】（再掲） 

事業内容 事業実績 

鳥の追払い機器（バードプロテ

クター）を整備し、鳥害対応と

して貸出しを行った。  

 

実施状況 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

所有台数 - ８台 １０台 １２台 

貸出件数 - -  １７台 １８台 

延べ貸出台数 - -  ２３台 ２４台 

 町内会や市民の方の協力を得ながら、鳥害へ対応する体制づくり

を今後も続け、まちの美観の保全を推進する。 

    

全市一斉清掃の実施【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

生活環境の浄化と清掃意識

の高揚を目的として、4 月及び

9 月に市が期間を設定し、市民

が道路沿線等や町内で定めた

場所を清掃した。 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

未実施 

春：4 月 9 日㈰ 
   16 日㈰ 
秋：9 月 3日㈰ 

実施 

春：4 月 14 日㈰ 
    21 日㈰
秋：9 月 8 日㈰

実施 

全市一斉清掃を行うことで、市民の生活環境の浄化と清掃意識の

高揚を図り、引き続き清潔な環境保全を推進する。 
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イ 生活マナー・モラルの向上  

空き缶等散乱防止対策事業【環境課】（再掲） 

事業内容 事業実績 

空き缶、たばこの

吸い殻、ペットのふ

ん等の散乱のない良

好な環境の形成を図

るため、ポイ捨て防

止の周知・啓発を行

った。 

実施状況 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

啓発ポスタ
ー掲示 

408 か所 
980 枚 

352 か所 
850 枚 

355 か所 
874 枚 

327 か所 
747 枚 

啓発活動実
施会場 

  １ 街なか
賑わいフェ
スティバル 
２ 七日町
ドリンクテ
ーリング 

１ 花笠サ
マーフェス
ティバル 
２ 街なか
賑わいフェ
スティバル 

 
路上禁煙マ
ナーストリ
ートエリア

拡大 
（Ｑ１前通
り、山形駅
東口・西口

広場） 

１ 花笠サ
マーフェス
ティバル 
２ 街なか
賑わいフェ
スティバル 

ポスター掲示の依頼箇所を変える工夫や、キャンペーンなどを行い、環境美

化の啓発を行った。更なる環境美化への意識向上を図っていく。 

 

 

 

 ⑶ うるおいのあるまちづくりの推進 

ア 市街地緑化の推進 

緑化推進取組実施事業【公園緑地課】   

事業内容 事業実績 

花による緑化推進

を図るため、市民ボ

ランティアととも

に花苗の生産を行

い、保育園等に配布

した。 

生産活動実施状況  
Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

生産数（ポット） 47,250 51,230 41,472 59,000 

花苗生産参加人数 
（ボランティア会 

員数） 
23 人 28 人 28 人 28 人 

花苗配布先数 217 団体 224 団体 224 団体 232 団体 

生産数の増加により、多くの団体へ配布することができた。今後もボランティ

ア団体と協力し、緑化推進を図り、温室効果ガスの削減に努める。 

 

保存樹指定事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

保存樹維持管理への助言や補
助を行った。 

保存樹指定状況、補助件数 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

保存樹 98 か所 93 か所 93 か所 93 か所 

保存樹林 61 か所 60 か所 60 か所 61 か所 

保存いけ
がき 

28 か所 26 か所 26 か所 25 か所 

補助件数 5 件 5 件 6 件 5 件 

今後も緑豊かな美観・風致を維持し、市民の健康と生活環境の向
上に寄与する。 
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イ 親水空間の保全 
河川緊急浚渫事業【河川整備課】 

事業内容 事業実績 

堆積土砂や河川支障木を計画的

に除去し、安全で良好な河川環境

を維持するとともに水害の軽減

を図った。流下断面を阻害してい

る堆積土砂等の撤去を行った。 

河川浚渫実施率（対象２７河川） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

32.3% 54.8% 77.7% 100.0% 

河川の浚渫を継続的に実施し、良好な河川環境を維持するとと 

もに、浸水被害の軽減が図られた。 

五堰整備事業【農村整備課】 

事業内容 事業実績 

山形五堰の機能を良好に発揮
させるため、土砂上げ、修繕・除
草業務等の維持管理事業を行っ
た。 

五堰クリーン作戦参加者数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

- 
(新型コロナ対策の

ため未実施) 
214 人 206 人 189 人 

事業の実施により、山形五堰の環境保全が図られた。今後も、事
業を継続し、親水空間の保全に努める。 

  

ウ 良好な景観形成の推進 

景観重点地区景観形成推進事業【まちなみデザイン課】  

事業内容 事業実績 

山寺や蔵王温泉等
の重点的に景観形
成・保全を図る必要
がある観光地等を景
観重点地区に指定
し、地区独自の景観
形成方針や基準に合
致する修景工事等に
対し補助を行った。 

実施状況（事業の進捗や補助実績） 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

景観重点地
区への指定 

(山寺地区・
蔵王地区はＲ
２年度末に指

定) 

- 七日町御殿堰
周辺地区 

≪山寺景観重点地
区追加≫ 

令和７年３月１８
日に馬形地区を山
寺景観重点地区に

追加指定 

補助件数 
・山寺地区 
・蔵王地区 

3 件 
2 件 

9 件 
19 件 

12 件 
22 件 

10 件 
13 件 

補助事業を行うことにより各地区の多様な魅力を守り・活かしながら居心地
の良いまちなみ景観が創出され、エリアのイメージ向上、観光地としての魅力
向上、交流人口の増加、回遊性の向上、地域産業の振興及び資産価値の向上が
図られた。今後も、継続して事業を行い良好な景観の継承・維持に努める。 

 

エ 歴史・文化の継承 

七日町歴史と文化活用街区整備事業(粋七エリア整備事業）【まちづくり政策課】 

 

山形市文化財保存活用地域計画策定事業【文化創造都市課】 

事業内容 事業実績 

文化創造都市の理念に基づき、未指定

を含む文化財を、市民や団体等の理

解・協力を得ながら保存活用を総合的

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

- ・シンポジウム 
・アンケート調

・シンポジウ
ム 

・文化庁により
計画認定（12

事業内容 事業実績 

街路事業に併せて、中心市街
地である七日町地区の歴史・文
化的資源である料亭や御殿堰
を保存すると共に、街なかの賑
わいや回遊性の向上に向けた
街区整備を行った。 

実施状況（事業の進捗や完成時期等） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

- 山形市七日町東
土地区画整理事
業の認可を申請 

事業エリアを拡
大した範囲で、
第 1 回事業認可

変更を取得 

事業エリアを拡
大した範囲で、
第 2 回事業認可
変更を取得 

中心市街地の賑わい創出と回遊性の向上を目的に、街路事業と連
動させた街区整備を進め、山形五堰のひとつである「御殿堰」を活
用した風情ある景観の形成に向けた計画を推進した。今後も事業を
通し、歴史・文化の保全を推進する。 
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に推進するとともに、市が目指す方向

性を明確にし、中長期的な取り組みを

推進するため、計画を策定した。 

査 
・文化庁協議 

・文化庁協議 月） 

山形市の文化財を取り巻く実情を分析・整理した計画策定

を行い、文化財の保全・保護・活用及び地域活性化が促進する

ための方向性が示された。 
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【基本目標５】環境意識の向上 

⑴ 環境情報の共有の推進 

ア 環境情報の収集と発信 

 環境調査の公表【環境課】 

事業実績 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①河川・地下水の水質測定結果 
 ②ＰＭ２.５などの大気環境の測定結果 
 ③自動車騒音、道路交通振動、一般環境騒音調査結果 
④環境中のダイオキシン類の測定結果 

ホームページで調査結果を公表した。 

イ 地域資源の情報発信 

 

山形の観光と物産展実行委員会支援事業【ブランド戦略課】 

事業実績 

物産展売上額 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

80,638 千円 106,378 千円 119,282 千円 133,314 千円 

山形の観光と物産展実行委員会を支援することにより、山形の観光資源と物産品を広
く紹介し、物産の販路拡大と首都圏に対する本市への観光誘客を図った。 

 

デコ活普及啓発事業（旧山形まるごと COOL CHOICE 事業）【環境課】（再掲）   

事業実績 

    

  
  

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   

  ・やまがたハイブリッド環
境展（Web 出展）での普
及啓発 

・地球温暖化防止展 
・地球温暖化に関わるオン

ライン講演会 
・エコ住宅基礎講座・見学

（２回） 
・住宅の省エネ相談会（３

回） 
・親子環境学習会 
・企業・市民向けワークシ

ョップ（各１回） 
・小学校でのパネル展（３

校） 
・小学校啓発用ステッカー

作成 
・学生向けワークショップ 
・ラッピングバス（ベニち

ゃんバス） 
・べにっこひろばでの啓発

パネルの掲示 
・副読本作成 

・やまがた環境展
での普及啓発 

・小学校への
cherica 配布 

・学生向け講演会 
・事業者向けワー
クショップ 

・エコ住宅基礎講
座 

・エコ住宅講座 
・V2H 講座 
・太陽光パネル設
置相談会 

・カーボンニュー
トラル入門セミ
ナー 

・「山東探究塾」
でキャッチコピ
ー作成 

・啓発グッズの作
成（エコバッ
グ、クリアファ
イル） 

・日本一の芋煮会フェ
スティバル・やまが
た環境展での普及啓
発 

・地球温暖化防止啓発
展 

・ゼロカーボン普及講
演会（市民・事業者
向け 各１回） 

・エコ住宅基礎講座 
・エコ住宅講座 
・高校生・大学生向け

ワークショップ 
・こども向け講座 
・太陽光発電パネル設

置相談会（２回） 
・省エネ住宅パンフレ

ットの作成 
・啓発グッズの配布

（クリアファイル、
ノート、卓上のぼり
旗） 

・「デコ活」普及講座
（こども向け） 

・やまがた環境展での
普及啓発 

・デジタルコンテンツ
の作成 

・オープン型宅配ボッ
クス利用促進キャン
ペーン 

・脱炭素推進セミナー
（事業者向け） 

・こども向け講座 
・省エネ住宅推進セミ

ナー（事業者向け） 
・太陽光パネル・省エ

ネ高効率設備導入推
進セミナー（市民・
事業者向け 各１
回） 

・啓発グッズの作成
（エコバッグ、扇
子、法被、宅配ボッ
クス周知付箋） 

  

地球温暖化対策に資する賢い選択を促す国民運動 COOL CHOICE に関連して情報発信を行った。
（２０５０年カーボンニュートラル実現に向けて、国民・消費者の行動変容、ライフスタイル変
革を強力に後押しするための運動として環境省が提言した「デコ活」へ移行） 
 

市主催環境関連講座等の参加者数 

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

１４８人 ７９人 １１０人 １５４人 ３２２人 ５７４人 
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やまがたプロモーション推進事業【ブランド戦略課】 

事業実績 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

14 回 15 回 13 回 14 回 

産業の振興、交流人口並びに関係人口の拡大、移住定住を促進するため、首都圏での山形市の
魅力・各種情報の発信を推進した。 

⑵ 多様な場での環境教育・学習の充実 

  ア ライフステージに応じた環境教育・学習の推進 

   美わし山形スクールエコプラン【学校教育課】 

事業内容 

実施状況 

Ｒ３～Ｒ６ 

各学校において自然環境とのふれあい学習・食品トレー、ペットボトル回収などのリサイクル
活動、各学校の計画に従った農業体験学習、資源回収（古紙、空き瓶）など、環境教育活動を
実施した。 

環境にやさしい生活の実践者の育成を目的に、市教委が策定した山形市学校環境教育推進計画
を推進した。 

コンポスト農園事業【浄化センター】 

事業実績 

試験畑利用状況（全５３区画） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

５３名 ５３名 ５３名 ５３名 

浄化センター敷地内の試験畑において、下水汚泥を堆肥化した「山形コンポスト」を使用した
農業体験をしてもらい、循環型社会の形成についての市民の理解や知識を深めた。 

見学希望者の受け入れ【山形広域環境事務組合・廃棄物指導課・浄化センター・水運用センター】 

事業実績 

見学団体数、参加者数 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

エネルギー回収施設（立谷川） 27 団体 
1,422 人 

49 団体 
2,481 人 

50 団体 
2,117 人 

45 団体 
2,294 人 

エネルギー回収施設（川口） 52 団体 
698 人 

56 団体 
915 人 

41 団体 
945 人 

42 団体 
1,026 人 

上野最終処分場 3 団体 
285 人 

1 団体 
54 人 

2 団体 
116 人 

3 団体 
124 人 

浄化センター 27 団体 
899 人 

41 団体 
1,317 人 

37 団体 
1,334 人 

46 団体 
1,508 人 

見崎浄水場・松原浄水場 14 団体 
672 人 

41 団体 
1,982 人 

51 団体 
2,078 人 

50 団体 
2,004 人 

環境関連施設において見学希望者の受け入れを行い、ライフステージに応じた環境教育・学習
を推進した。 

ごみ減量・もったいないねット山形活動活性化事業【循環型社会推進課】（再掲） 

事業実績 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

ごみ減量学習会 

アドバイザー派遣 7回 

ごみ減量学習会 

アドバイザー派遣 6 回 

ごみ減量学習会・施設

見学会 

アドバイザー派遣 11

回 

ごみ減量学習会・施設

見学会 

アドバイザー派遣 9 回 

アドバイザー派遣先：南館ふれあい協議会福祉部、第一・第九中学校総合文化部、第五小学校４年生 
大曽根小学校放課後子ども教室、上宿いきいきサロン など 
 

小学校等へのアドバイザー派遣により、分別やごみ減量についての学習の場を提供した。 
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イ 体験型学習の推進 

野草園運営管理事業【公園緑地課】 

事業実績 

年間入園者数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

23,631 人 23,943 人 21,046 人 21,040 人 

人間と自然との共生を理念とした施設で、季節に合った動植物を観察してもらうことで、市民の
自然への理解を深めた。 

自然の家運営業務【少年自然の家】 

事業実績 

 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

受入事業（実団体数、延人数） 205 団体 
24,555 人 

250 団体 
29,187 人 

250 団体 
31,592 人 

266 団体
32,084 人 

自主事業（回数、延人数） 23 事業 
1,279 人 

30 事業 
1,616 人 

36 事業 
2,452 人 

35 事業
1,950 人 

自然の中で、集団生活や野外活動を通し、心身ともに健全で豊かな人間性を育むために行う、小
学校等の受入事業及び主催事業を実施した。 

担い手育成支援事業【農政課】 

事業実績 

事業実績 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

小学３年生～６年生までの親子

農業たんけん隊参加者数 

30 組 30 組 27 組 27 組 

持続的・安定的な山形市の農業の発展を図るため、小学生の農業教育等を推進した。 

森林に親しむ学習会の開催【森林整備課】 

事業実績 

学習会の開催回数及び延べ参加人数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

3 回（参加者 37 名） 5 回（参加者 70 名） 6 回(参加者 99 名) 4 回(参加者 97 名) 

森林づくり作業や森林レクレーションなどのイベントを開催し、森林に親しめる機会を創出し
た。 

 

⑶ 自主的な環境保全活動と協働の推進 

  ア 環境保全活動への支援 

山形市を美しくする運動事業【環境課】 

事業実績 

山形市を美しくする運動推進委員会功労表彰受賞個人・団体数 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

個人 2 個人 2 個人 5 個人 1 個人 

団体 5 団体 5 団体 4 団体 19 団体 

「山形市を美しくする運動推進委員会」により、長年にわたり地域の環境美化活動に貢献した個
人・団体に功労表彰を行った。 

 

市民活動活性化事業【企画調整課】 

事業実績 

団体への支援件数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

6 件 2 件 3 件 2 件 

環境保全に関連する事業に取組む団体を支援するため、山形市市民活動支援基金（コミュニティ
ファンド）による補助を実施した。 
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 イ 関係団体間の連携強化 

山形市を美しくする運動事業【環境課】（再掲） 

事業実績 

蔵王山クリーン作戦参加団体数、参加者数 
 
 

 

 多くの市民、企業、ボランティア団体の協力を得て、蔵王山クリーン作戦を実施した。 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

参加団体 
中止 

19 団体 
中止 

22 団体 

参加人数 278 人 673 人 

ウ 環境保全活動を支える人材の育成 
花と緑の相談員制度【公園緑地課】 

事業実績 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

相談員数 18 名 18 名 14 名 12 名 

各講座等の開催数 3 回 3 回 2 回 2 回 

延べ受講者数 60 人 60 人 40 人 40 人 

花と緑の相談員制度により、研修会実施、講習会実施などを行う緑化ボランティアの養成を行っ
た。 

ごみ減量・もったいないねット山形活動活性化事業【循環型社会推進課】（再掲） 

事業実績 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

ごみ減量学習会 

アドバイザー派遣 7回 

ごみ減量学習会 

アドバイザー派遣 6 回 

ごみ減量学習会・施設

見学会 

アドバイザー派遣 11

回 

ごみ減量学習会・施設

見学会 

アドバイザー派遣 9 回 

アドバイザー派遣先：南館ふれあい協議会福祉部、第一・第九中学校総合文化部、第五小学校４年生 
大曽根小学校放課後子ども教室、上宿いきいきサロン など 
 

小学校等へのアドバイザー派遣により、分別やごみ減量について市民の理解や知識を深め、環境保
全活動を支える人材の育成を推進した。 
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第４次山形市環境基本計画の基本施策における主な事業の取組状況 
【基本目標１】脱炭素社会（ゼロカーボンシティ） 
⑴ 省エネルギーの推進 

  山形市内の状況 

市内の新設住宅着工数に対する各年度のやまぽっか認定割合 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

1.97％ 2.78％ 6.36％ 6.00％ 

「やまぽっか（やまがた省エネ健康住宅）（旧やまがた健康住宅）」の認定件数が継続して増加し

ている。 

 

次世代自動車の導入割合 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

20.7％ 20.7％ 22.0％ 22.4％ 

年間の新車登録台数に占める次世代自動車の割合が徐々に増加している。 

 

ア 建物等の省エネルギーの推進 

省エネ健康促進住宅補助事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

山形県が実施する「やまがた

省エネ健康住宅（やまがた健康

住宅）」の認証を受けた住宅を建

築又は購入した市民にその費用

の一部を補助した。 

CO2排出削減量（年間） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

4.41t-CO2 
6.31t-CO2 

（暫定値） 

- 

（未確定） 
‐ 

補助件数 26 件 補助件数 38 件 補助件数 50 件 ‐ 

補助事業の実施により、「やまぽっか（やまがた省エネ健康住

宅）（旧やまがた健康住宅）」の認知度が高まり、補助件数の伸びが

みられた。更に省エネ性能の高い住宅の普及啓発を行っていく。 

   本庁舎照明 LED 事業【資産マネジメント課】 

事業内容 事業実績 

本庁舎照明の LED 化を行っ

た。 

CO2排出削減量（年間） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

LED 完了により、約 234ｔ-CO2 削減   ‐ 

1 階・2 階 地階・3 階・4 階 5 階～11 階 ‐ 

令和 3～5 年度の 3 年間で市庁舎の LED 化を完了 

20 型（20W）837 本  

40 型（40W）6,862 本 

の直管型蛍光灯を LED に交換し、電気使用量が減ったことによ

り、CO2排出削減となった。  

   公衆街路灯助成事業【広報課】 

事業内容 事業実績 

町内会等で所有、維持管理す

る公衆街路灯の LED 化に対して

支援を行った。 

CO2排出削減量（年間） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

94.5ｔ-CO2 32.7ｔ-CO2 68.9ｔ-CO2 60.4ｔ-CO2 

133 灯 46 灯 97 灯 85 灯 

 公衆街路灯の LED 化を助成した。主に水銀灯から LED 機器への

交換で、電気使用量が減ったことにより、CO2排出削減となった。

引き続き事業を行い、省エネルギー化を促進する。 

 

 

資料２  

（ 当日配布）  
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照明灯長寿命化事業【道路維持課】 

事業内容 事業実績 

市道照明灯の機能確保及び

老朽化への対策として、予防保

全型管理へと転換し、LED 化を

推進した。 

CO2排出削減量（年間） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

LED 完了によ

り約 1,878t-

CO2削減 

- - - 

道 路照明 灯

LED 化 

2,900 灯完了 

- - - 

令和３年度に設置工事を行い、LED 化を完了 

電気使用量が減ったことにより、CO2排出削減となった。  

 省エネ高効率設備導入補助事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

市民・事業者の省エネ高効率

設備（エアコン、給湯機器、調

光制御機能 LED）の導入を支援

した。 

市民の CO2排出削減量（年間） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

- - - 140t-CO2削減 

- - - 補助人数 200  

事業者の CO2排出削減量（年間） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

- - - 40t-CO2削減 

- - - 補助事業者 25 

令和 6 年度から（国の交付金を活用）実施している。省エネ効率

がより高い設備の導入、転換が進んだ。主に省エネ高効率のエアコ

ンへの転換が進んだ。今後も市民・事業者の省エネ設備導入・更新

に補助を行い、省エネルギー化を推進する。 

   木質バイオマス需要拡大支援事業【森林整備課】 

事業内容 事業実績 

環境に優しい木質バイオマ

スを燃料とする暖房機の普及

を促進した。 

一般住宅及び事業所の補助件数（薪・ペレット） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

15 件 16 件 24 件 3 件 

 木質バイオマスを燃料とする暖房機の普及が促進された。 

令和５年度で薪・ペレットストーブ単独補助は終了したが、市産材

を利用した戸建て住宅への補助金の加算枠として補助を継続するこ

とで更にバイオマスを燃料とする暖房機の普及に努める。 

  イ 次世代自動車の普及促進 

   庁用車の次世代自動車の導入推進【資産マネジメント課・上下水道部総務課】 

事業内容 事業実績 

庁用車の更新にあわせて、次

世代自動車を導入した。 

保有状況 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

資産マネジ

メント課 

ＥＶ  ３台  ４台  ５台 ９台 

ハイブリッ

ド車 

 ７台  ９台 １０台 １５台 

全車両台数 ９１台 ９１台 ８９台 ９２台 

上下水道部

総務課 

ハイブリッ

ド車 

 ２台  ２台  ２台 ２台 

全車両台数 ４４台 ４４台 ４１台 ３９台 

代替可能がない場合以外は次世代自動車を導入することで、二酸

化炭素排出量の削減となった。災害時の非常用電源としての活用な

どの効果が期待できることからも、今後も可能な限り次世代自動車

の導入を行っていく。 
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ウ 環境に配慮したライフスタイルへの変革 

   デコ活普及啓発事業（旧山形まるごと COOL CHOICE 事業）【環境課】 

事業内容 事業実績 

地球温暖化対策に資する賢い 

選 択 を 促 す 国 民 運 動 COOL 

CHOICE の普及啓発を行った。 

（２０５０年カーボンニュート

ラル実現に向けて、国民・消費

者の行動変容、ライフスタイル

変革を強力に後押しするための

運動として環境省が提言したデ

コ活へ移行） 

主な事業 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

講演会・セミナー・ワークシ

ョップ等 

16 回 9 回 11 回 6 回 

啓発物等作成 2 回 3 回 3 回 5 回 

省エネ家電やエコ住宅、太陽光パネルなどについてセミナーや講

演会を開催し、啓発物を配布するなど様々な手法で意識醸成を図っ

た。今後は環境省が推し進める「脱炭素につながる新しい豊かな暮

らしを創る国民運動」である「デコ活」として推進する。 

 

⑵ エネルギーの地産地消の推進 

  市内の状況 

市内の再生可能エネルギー導入量（新規） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

水力発電 968 千 kWh - 2,756 千 kWh 

太陽光発電（FIT） 1,235 千 kWh 1,978 千 kWh 2,110 千 kWh 

市民や事業者による太陽光発電設備導入や、事業者による水力発電設備導入により、再生可能エ

ネルギーの導入量は増加している。 

 

ア 再生可能エネルギー等の導入促進 

   市有施設への太陽光発電設備の導入【施設所管課】 

事業内容 事業実績 

市有施設における再生

可能エネルギーの有効活

用を図るため、太陽光発

電設備の導入を行った。 

新規導入施設の再生可能エネルギー導入量（年間） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

再生可能エネルギー
導入量 

27.54 千

kWh 

105.12 千

kWh 

12.61 千

kWh 

- 

太陽光発電設備容量 26.2kW 

（2 施設） 

100kW 

（2 施設） 

12kW 

（1 施設） 

- 

市有施設の新築又は改築に合わせて、太陽光発電設備を導入した。施設

のポテンシャルを最大限生かした再生可能エネルギーの導入に努める。 

   消化ガス発電事業【上下水道部浄化センター】 

事業内容 事業実績 

下水汚泥処理で発生す

る消化ガスを利用した発

電事業を実施した。 

年間発電量 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

2,474 千 kWh 2,362 千 kWh 2,007 千 kWh 1,769 千 kWh 

水処理で発生する汚泥の消化工程において発生する消化ガスをバイオ

マス資源として発電に利用した。消化ガスの発電利用に加え、コージェネ

レーションシステムによる排熱回収を行い、効率的なエネルギー運用を行

っている。今後も発電設備を適切に維持管理・更新し効率的なエネルギー

管理を行っていく。 
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地下水熱利用無散水消雪の導入【まちづくり政策課、道路整備課、道路維持課】 

事業内容 事業実績 

地下水熱を利用した無

散水消雪を導入した。 

新規導入施設の再生可能エネルギー導入量（年間） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

再生可能エネ

ルギー導入量 

167 千 kWh 28 千 kWh 47 千 kWh - 

導入面積 1,196.3 ㎡ 200.2 ㎡ 337.0 ㎡ - 

 市民の交通安全対策を図るとともに、再生可能エネルギーの導入を推進

できた。 

非ＦＩＴ型（自家消費型）太陽光発電設備導入補助事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

市民・事業者における再エネ導

入を促進するため太陽光発電設

備・蓄電池・EMS の設置を支援し

た。 

市民の再生可能エネルギー導入量（年間） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

再生可能エネルギー

導入量 

- - - 
54.7 千 kWh 

補助件数 - - - 13 件 

太陽光発電設備容量 - - - 52kW 

事業者の再生可能エネルギー導入量（年間） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

再生可能エネルギー

導入量 

- - - 
260.7 千 kWh 

補助件数 - - - 6 件 

太陽光発電設備容量 - - - 248kW 

令和 6 年度から（国の交付金を活用）実施している。売電を主な

目的としない自家消費型の太陽光発電設備の設置を支援すること

で、再生可能エネルギーの導入を推進した。関係業者等に広報を行

いながら、更に導入の拡大を図っていく。 

太陽光発電設備導入補助事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

市民・事業者における

再エネ導入を促進するた

め太陽光発電設備及び蓄 

電池の設置を支援した。 

再生可能エネルギー導入量（年間） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

再生可能エネル

ギー導入量 

694.2 千

kWh 

912.5 千

kWh 

1,014.5 千

kWh 

490.7 千

kWh 

補助件数 105 件 133 件 158 件 61 件 

太陽光発電設備

容量 

660.39kW 868.08kW 965.12kW 466.82kW 

 継続的に補助することで再生可能エネルギーの導入を推進した。 

令和６年度からは太陽光発電設備の設置を支援することで、FIT 型によら

ない再生可能エネルギーの導入を推進している。 

 

イ 分散型エネルギーの効率的利用の推進 

   市有施設への太陽光発電設備（蓄電池）の導入【施設所管課】 

事業内容 事業実績 

市有施設におけるレジ

リエンス強化を図るた

め、太陽光発電設備の導

入に併せて蓄電池の導入

を行った。 

蓄電池導入量 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

施設数 2 施設 2 施設 - - 

蓄電容量 28kW 

（2 施設） 

33.6kW 

（2 施設） 

- - 

 太陽光発電設備の導入を行った市有施設のうち、特に避難施設に指定し

ている施設については、レジリエンス向上の観点から、併せて蓄電池も導

入した。今後もレジリエンス強化のため蓄電池の導入を検討する。 
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   太陽光発電設備導入補助事業【環境課】（再掲） 

事業内容 事業実績 

市民・事業者における再

エネ導入を促進するため

太陽光発電設備と併設す

る蓄電池の設置を支援し

た。 

蓄電池導入量 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

件数 105 件 133 件 158 件 61 件 

蓄電容量 500.6kWh 633.2kWh 748.7kWh 298.3kWh 

 継続的に補助することで、エネルギーの効率的な利用推進につながっ

た。今後は売電を自家消費型太陽光発電設備の周知と併せ、導入を推進す

る。 

⑶ 地球環境にやさしいまちづくりの推進 

市内の状況 

バス利用者数（年間）（※） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

4,912 千人 5,349 千人 5,897 千人 6,271 千人 

※路線バス、ベニちゃんバス、コミュニティバス高瀬線、地域交流バス南部線・スマイルグリーン号 

継続してバスの利用者数が増加している。 

 

ア まちのコンパクト化とネットワーク化の推進 

オープン型宅配ボックス設置事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

市有施設にオープン型

宅配ボックス PUDO（プド

ー）ステーションを設置し

た。 

 

CO2排出削減量 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

CO2排出削減量 - - 0.01ｔ-CO2 0.57ｔ-CO2 

新規設置施設数 - - １ ２ 

利用回数 - - 26 回 1,210 回 

オープン型宅配ボックスをＲ６年３月より元木公民館へ、令和６年１０

月より霞城公民館と滝山コミセンへ追加で設置することで、宅配便の再配

達を削減し運送トラックの CO2排出量を抑制した。更なる CO２排出量削減

のため、利用の普及を促す。 

 

宅配ボックス普及促進補助事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

住宅の宅配ボックス設

置を支援した。 

 

CO2排出削減量 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

CO2排出削減量 - - - 1.43ｔ-CO2 

補助件数 - - - １８２ 

利用回数(推定) - - - 3,035 回 

家庭用宅配ボックスの購入及び設置を支援し、宅配ボックスの普及を促

進することで、宅配便の再配達を削減し運送トラックの CO2排出量を抑制

した。 
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山形市地域公共交通計画推進事業【公共交通課】 

事業内容 事業実績 

多様な交通手段

による総合的かつ

効果的な公共交通

ネットワークを構

築した。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

新しい交通サー

ビスの導入に関

するモデル事業

実施数 

４地区 ４地区 ４地区 ４地区 

MaaS 山形市 MaaS 導入

方針策定 

ポータルサイト

の開設 

デジタルチケッ

トの販売（3種類） 

デジタルチケッ

トの販売（2種類） 

JALMaaSとの連携 

デジタルチケッ

トの販売（1種類） 

 

コミュニティサ

イ ク ル の 導 入

（累計） 

- 電 動 自 転 車 約

180 台、サイクル

ポート約 40箇所 

電 動 自 転 車 約

280 台、サイクル

ポート約 80 箇所 

電 動 自 転 車 約

288 台、サイクル

ポート 91 箇所 

その他 - ・市職員を対象

としたノーマイ

カー通勤の実施 

 

・市職員を対象

としたノーマイ

カー通勤の実施 

・新駅設置に係

る検討 

・市職員を対象

としたノーマイ

カー通勤の実施 

 

事業の実施により、多様な交通手段による総合的かつ効果的な公共交通ネッ

トワークを構築した。地域の状況と地域住民のニーズに合わせた移動手段を検

討し、施策の展開を図っていく。 

   
公共交通運行事業【公共交通課】 

事業内容 事業実績 

山形市コミュニティバス東

部・西部循環線（ベニちゃんバ

ス）及び高瀬線、地域交流バス

南部線を運行した。 

年間利用者数（東部・西部・高瀬・南部線） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

376,013 人 440,798 人 484,295 人 513,917 人 

コロナ後、徐々に利用者は増加した。乗り継ぎポイントの環境を整

え、交通結節点を整備することで、利用者をより増加させ、機能的、

効率的な公共交通ネットワークの構築を図っていく。 

イ 二酸化炭素吸収源の確保 

   市有林、環境保全林等の整備【森林整備課】 

事業内容 事業実績 

山形市森林整備計画に基づ

き新植、枝打ちなどの整備を行

った。 

市有林の間伐面積 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

9.33ha 2.48ha 11.37ha 1.80ha 

水源涵養林の間伐、枝打、樹下植栽等の維持管理を計画的に行った。 

引き続き間伐等の整備を行うことで市有林の保全を行い、二酸化炭

素吸収源の確保に取り組んでいく。 

ウ 地域資源の有効活用と近隣自治体との連携 

   農産物販路開拓支援事業【農政課】 

事業内容 事業実績 

本市農業の活性化を図るた

め、観光農業・体験農場の情報

発信、特産野菜・伝統野菜のブ

ランド化等、農産物の付加価値

を高める多角的な事業を推進

した。 

グリーン・ツーリズム取組者数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

22 人 22 人 22 人 20 人 

地元の農産物など地域資源を有効活用している観光農園・直売所・

農家レストラン等の施設のネットワークづくりを進めながら、都市

住民に向けた PR 活動を実施することにより、グリーン・ツーリズム

施設への誘客を図った。高齢化により会員が減少しているが、農業

振興や観光資源の創出という点からも、新会員の募集等を行い、事

業を継続していく必要がある。 
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エ 先進技術の活用 

   スマートシティ推進事業【情報企画課】 

事業内容 事業実績 

更なるデジタル化
を推進することによ
り、アフターコロナ時
代を地方創生のチャ
ンスと捉えて多様化・
複雑化する地域課題
を迅速に解決し、安全
で快適な社会の実現
を目指すため、デジタ
ル技術を有効に活用
したスマートシティ
推進の取組を実施す
る。 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

令和 4 年
3 月 
山 形 市
ス マ ー
ト シ テ
ィ 推 進
基 本 計
画策定 

・MaaS プラットフ
ォーム整備 

・シェアサイクル
運用開始 

・山形市MaaSアプ
リ「らくのる」運
用開始 

・MaaS プラットフォ
ーム運用 

・シェアサイクル拡
充 

・山形市 MaaS アプリ
「らくのる」運用 

・生成 AI 利活用開始 
・証明書コンビニ交

付の拡大（税証明 
R6.1） 

・書かない窓口シス
テムの開始 R6.1 

・MaaS プラットフ
ォームの継続運
用 

・やまがたMaaSコ
ンソーシアムの
運営 

・仙台市との連携
に向けた検討・
協議 

・AI オンデマンド
交通システム試
行 

山形市スマートシティ推進基本計画に基づき、MaaS の整備や、生成 AI の活
用など重点施策に基づく取組を実施した。今後も市民の利便性向上のために
継続していく。 

 

⑷ 気候変動への適応 

市内の状況 

山形市クーリングシェルター(指定暑熱避難施設）数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

‐ ‐ ‐ 54 か所 

気候変動適応法の改正により、令和 6年 4 月から市町村は、暑さによる健康被害を防止する

ため「クーリングシェルター（指定暑熱避難施設）」を指定することができると定められ、山

形市においても設置した。 

   

ア 災害に強いまちづくりの推進 

   緊急時情報伝達手段整備事業【防災対策課】 

事業内容 事業実績 

災害時の市民への一斉伝達
手段等が使用できない場合に
おける情報収集伝達手段の充
実を図り、市民が安全・安心に
生活できるまちづくりを目指
した。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

防災対策課
X(旧ツイッタ
ー)のフォロ

ワー数 

17,884 人 17,533 人 17,263 人 17,635 人 

 市民等への災害情報の発信について、多様化・多重化に資する取組
を維持できた。今後も取組を維持するとともに、新たな情報伝達手段
の確保について検討する。 

   洪水ハザードマップ普及促進事業【河川整備課】 

事業内容 事業実績 

洪水時の浸水想定区域や避難
に関する情報を掲載した洪水ハ
ザードマップを作成し普及促進
を図った。 

周知・啓発活動の実施回数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

2 回 5 回 4 回 4 回 

地区の文化祭に参加し、普及促進のためのパネルを展示した。 
来場者には洪水ハザードマップを配布して防災意識の向上を図っ

た。今後もハザードマップの啓発活動により水害に対する意識改革
を図っていく。 
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災害廃棄物処理対策事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

非常災害時における廃棄物の
適正かつ迅速な処理体制の確保
及び災害ごみの処理方法の周知
広報を行った。 

周知・啓発活動の実施回数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

１回 １回 １回 １回 

市の広報紙で災害ごみの処理方法の周知を行った。令和５年８月
２２日に山形県資源循環協会と「非常災害時における災害廃棄物の
処理等に関する協定」を締結した。発災時の円滑な災害廃棄物処理
のため、引き続き事業に取り組んでいく。 

イ 適応策に関する情報の把握 

   気候変動適応に対する情報収集 【環境課】 

事業内容 事業実績 

気候変動適応センター主催
の研修会で、気候変動の影響に
よる被害の軽減対策（適応策）、
温室効果ガスの排出抑制対策
（緩和策）及び気候変動適応計
画策定方法についての情報収
集を行った。 

研修会参加数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

2 回 1 回 3 回 3 回 

将来的に生じうる気候変動の影響や適応計画策定マニュアルな
ど、収集した情報を基に、山形市地球温暖化対策実行計画（区域施
策編）に包含する形で、気候変動適応計画を策定した。引き続き情
報収集を行い、適応策を把握し、情報発信に努める。 
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【基本目標２】循環型社会 
⑴ ごみ減量とリサイクルの推進 

山形市内の状況 

山形市リサイクル指標（％） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

25.2％ 24.9％ 25.0％ 24.5％ 

ごみ減量の取組により、事業者のリサイクルの取組や店頭での資源回収が一定程度浸透してい

るが、社会のペーパーレス化が進み古紙回収量が減少していることなどから、近年約２５％で推

移している。 

 

市民一人一日あたりの家庭系ごみ排出量 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

575g/人・日 570g/人・日 540g/人・日 539g/人・日 

ごみ減量の取組により、もやせるごみ、雑貨品・小型廃家電類等の排出量が減少している。 

 

事業系ごみ排出量 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

21,136t 21,200t 21,435t 21,148t 

ごみ減量の取組により、もやせるごみ、埋立ごみ等の排出量が減少している。 

 

  ア ごみの発生抑制・排出抑制の推進 

ごみ減量・もったいないねット山形活動活性化事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

市民、事業者、行政が共に考

え、実践し、相互に協力連携を

図る場として設立した「ごみ減

量・もったいないねット山形」

の活動を支援し、連携してごみ

減量と再資源化を推進し、循環

型社会の形成を目指した。 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

各種イベントでの啓発活動や研修会等へのアドバイザー派遣に

よるごみ減量・リサイクルの推進 

コロナ 5 類以降はごみ減量とリサイクルの啓発活動等を再開し、

アドバイザー派遣等を通して市民へのごみ減量と資源の再利用の意

識づけを促進できた。引き続き団体と連携して 5R 推進活動に取り組

む。 

 

事業系一般廃棄物削減対策事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

事業者から排出される一般廃

棄物の分別の徹底や資源ごみの

リサイクル化などの手法を検証

しながら、事業系一般廃棄物の

減量を図った。 

事業系一般廃棄物排出量 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

21,136t 21,200ｔ 21,435ｔ 21,148ｔ 

事業系一般廃棄物の排出量は微増の傾向にある。分別の徹底や資

源ごみのリサイクル化を推進し、引き続き減量を図っていく必要が

ある。 

  

イ 再使用・再生利用の推進 

小型家電リサイクルに関する事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

家庭から出されるパソコン

やスマートフォン等の小型家

電を回収し、それらに含まれる

鉄、アルミ、レアメタルなどの

有用金属の再資源化を図った。 

総回収量 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

13,289 ㎏ 13,429 ㎏ 12,995 ㎏ 

22,883 ㎏ 

46 品目から 66 品目に対 

象品目を追加。 

 小型家電の総回収量は横ばい傾向にあったが、対象品目追加によ

り、ごみ減量と再資源化の拡大につながった。ごみの減量と資源の

有効活用について市民の理解と協力を得ながら取り組んでいく。 
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不用品リユース事業【循環型社会推進課】  

事業内容 事業実績 

市の不用備品や回収イベン

トで市民から引き取った小型

家具等を山形市「メルカリ

Shops」で販売しリユースを推

進した。 

ブックオフの「キモチと。」プ

ログラムを開設し､本やＣＤ等

のリユース及び査定額相当額

の寄附を受入する取り組みを

開始した。 

山形市「メルカリ Shops」売却実績（販売手数料等を含む） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

- 77,500 円

（R5.2.16 開設） 

売却：26 品 

931,100 円 

売却：123 品 

496,200 円 

売却：237 品 

※令和 5 年度は、市立山形商業高等学校の教育プログラムによる出品分を

除く。 

 

・庁内不用品のマッチングや市民からの中古家具等回収イベントを

開催し、メルカリ販売によりリユースにつながった。引き続きメル

カリ Shops を運営するとともに市民のリユース実践を啓発してい

く。 

・ブックオフの取組は、令和６年３月２８日に連携協定締結と同時

に、WEB 受付と市庁舎及び公民館でのボックス回収を開始した。市

報やイベント等で周知し、利用促進を図っていく。 

 学校給食のリサイクル推進事業【学校給食センター】 

事業内容 事業実績 

生ゴミ（残食含む）だけでな

く、食材付属物や調理に伴う廃

棄物（ダンボール・廃油・缶類

等）のリサイクルに取組んでい

る。生ゴミは堆肥にリサイクル

し、小・中学校へ還元した。 

給食リサイクル量 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

283,700kg 283,613kg 271,289 ㎏ 269,718 ㎏ 

食品廃棄物の堆肥化により、山形広域炊飯施設及び給食センター

でのリサイクル率は 90％以上となっている。継続的に学校給食の残

渣や廃棄物をリサイクルできる資源とすることで、資源の循環に取

り組んでいく。 

   集団資源回収推進事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

家庭ごみの中の、リサイクル

可能な古紙類・布類等の資源物

を資源回収により回収し、ごみ

の減量と再資源化を図った。 

  

 

集団資源回収実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

5,696t 回収 

4,856 回 

5,376t 回収 

5,167 回 

4,926t 回収 

5,380 回 

4,566t 回収 

5,365 回 

 各地区の実施団体による資源回収で、リサイクルの推進が図られ

た。効果的な資源回収の利用促進を引き続き啓発し、ごみ減量の意

識付けと再資源化に寄与する。 

   古紙回収支援事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

もやせるごみの減量と集団

資源回収事業を補完するため、

集積所において｢雑がみ｣を含

めた古紙類を回収し、リサイク

ルを推進した。 

古紙回収量 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

2,917ｔ 2,879ｔ 2,642ｔ 2,567t 

 ペーパーレス化と店頭回収など多様な排出先等により回収量は減

少傾向にある。引き続き取り組み、分別の徹底による更なる再資源

化を促進する。 
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ウ 食品ロス削減の推進 

ごみ減量等推進事業【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

30・10 運動をはじめとする

食品廃棄物削減の推進、事業

者への情報提供・啓発などを

行い、食品ロスに対する意識

向上とごみの減量を図った。 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

ラジオや市の広報誌への掲

載、30・10 運動啓発用コース

ターの配布による周知等 

啓発用動画配信、ラジオや市の広

報誌への掲載、30・10 運動啓発用

コースターの配布による周知等 

市報やコミュニティラジオでの発信に加え、ごみ分別アプリ「さん

あ～る」等 SNS を活用のほか、Youtube を活用して啓発活動の拡充に

取り組んだ。食べきり等食品ロス削減の情報を定期的に発信してい

く。 

 エ プラスチック資源循環の推進 

   ごみ減量・もったいないねット山形活動活性化事業【循環型社会推進課】（再掲） 

事業内容 事業実績 

市民、事業者、行政が共に考え、

実践し、相互に協力連携を図る

場として設立した「ごみ減量・も

ったいないねット山形」の活動

を支援し、連携してごみ減量と

再資源化を推進し、循環型社会

の形成を目指した。 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

食品用容器リサイクル店頭回収キャンペーン、ラジオ

や市の広報紙への掲載 

引き続き広報により、プラスチック資源循環の推進に取り組んで

いく。 

  

⑵ 廃棄物の適正処理の推進 

山形市内の状況 

高濃度ＰＣＢ廃棄物処理状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

変圧器・コンデンサー類 

（３ｋｇ以上） 
３９台 ２台 ６台 ２台 

安定器・汚染物等 １，４６７個 ３２８個 １９３個 １３５個 

存在が確認された高濃度ＰＣＢ廃棄物のほぼすべての処分が済んでおり、未処理の安定器・汚染物

等１１８個についても処分手続きが進んでいる。 

 

不法投棄対策事業【廃棄物指導課】 

事業内容 事業実績 

監視カメラの設置・村山地

区不法投棄防止対策協議

会、庁内関係課との連携に

よるパトロールの実施な

ど、不法投棄をしない・さ

せない環境づくりを行っ

た。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

不法投棄 110 番

への通報実績 
83 89 71 64 

協定締結団体か

らの報告件数等 
3 1 3 3 

原状回復・指導

等対応済の割合 
100％ 100％ 100％ 100％ 

市民からの通報に加え、協定締結団体からの業務中の不法投棄発見の

情報提供により、早期発見・被害拡大防止が図られてきた。不法投棄の原

状回復や指導等の対応は 100％行っている。今後も継続して取り組む。 
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 ア 一般廃棄物の適正処理の推進 

ごみの適正な分別の推進・啓発【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

町内会、環境保健推進協議会、
収集運搬事業者等と連携し、ごみ
を適正に処理した。 

ごみ減量・分別大百科の改訂
や、新たにごみ分別アプリを配信
し、ごみの適正な分別の推進・啓
発を行った。 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

ごみ減量・分別大
百科やごみの分
け方・出し方ポス
ターによるごみ
の適正な分別の
推進・啓発 

ごみ減量・分別
大百科（改訂）や
ごみ分別アプリ
等によるごみの
適正な分別の推
進・啓発 

ごみ減量・分別大百科
（改訂）・ごみの分け方、
出し方ガイドブックや
ごみ分別アプリ等によ
るごみの適正な分別の
推進・啓発 

ごみ分別アプリ等を活用したごみの適正な分別の推進・啓発を
継続して実施していく。 

   上野最終処分場第二期整備事業【廃棄物指導課】 

事業内容 事業実績 

上野最終処分場の埋立作業の
効率化及び埋立容量の拡張によ
り長期運用を図る。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

設計

業務 

（Ｒ２～）基本設計

を実施し、拡張後の

総 埋 立 容 量 は

750,000 ㎥（243,529

㎥の増設）と算定 

- 実施設計（Ｒ５～Ｒ６） 

環境

影響

評価 

（Ｒ２～Ｒ７）環境影響評価業務を実施しており、工事

等における環境保全措置を検討中 

拡張工事は令和７～９年度の３か年で行い、令和９年度より供
用開始を予定している。 

 イ 産業廃棄物の適正処理の推進 

産業廃棄物適正処理推進事業【廃棄物指導課】  

事業内容 事業実績 

産業廃棄物処理業者及び産業
廃棄物処理施設に対し定期的に
立入検査を行うとともに、規模の
大きい施設では排水等の水質検
査を行い、廃棄物の適正処理、処
理施設の適正な運営を指導した。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

立入検査件数 39 件 41 件 54 件 44 件 

排水等の検査検体数 24 検体 24 検体 24 検体 24 検体 

 今後も廃棄物の不適正な処理については積極的に立入検査を行
い、適正処理を推進する。 

ウ ポイ捨て・不法投棄対策 

空き缶等散乱防止対策事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

空き缶、たばこの吸い
殻、ペットのふん等の散乱
のない良好な環境の形成
を図るため、ポイ捨て防止
の周知・啓発を行った。 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

啓発ポ
スター
掲示 

408 か所 
980 枚 

352 か所 
850 枚 

355 か所 
874 枚 

327 か所 
747 枚 

啓発活
動実施
会場 

- １ 街なか
賑わいフ
ェスティ
バル 

２ 七日町
ドリンク
テーリン
グ 

１ 花笠サマー
フェスティバ
ル 

２ 街なか賑わ
いフェスティ
バル 

 
路上禁煙マナー
ストリートエリ
ア拡大（Ｑ１前
通り、山形駅東
口・西口広場） 

１ 花笠サマ
ーフェステ
ィバル 

 
２ 街なか賑

わいフェス
ティバル 

ポイ捨て防止の周知啓発については、ポイ捨て防止キャンペーンや路
上禁煙マナーストリートエリア拡大を通して継続して実施していく。 
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【基本目標３】自然との共生 

⑴ 生物多様性保全の推進 

 

山形市内の状況 

外来生物についての市民からの連絡件数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

0 件 0 件 0 件 7 件 

外来生物について、5 年度までは市民からの連絡通報がなかったが、6 年度に目撃情報の連絡が

複数件あったことから、周辺地域の生態系への影響を意識している市民が増えていることが分か

る。行政の情報発信に更に力を入れ、国内の他地域から悪影響を及ぼす生物を「入れない、捨てな

い、拡げない」三原則を推進していく。 

 

  ア 生物多様性への理解の促進 

イ 動植物の生息・生育環境の保全 

ウ 外来生物対策 

 

 

  

環境保全型農業生産基盤整備事業(自然循環型農業推進)【農政課】     

事業内容 事業実績 

 農業の持続的発展と、本来
備わっている自然循環機能の
維持増進により、環境との調
和を図るとともに、より安全
で安心できる農産物の安定供
給を目指し、環境保全型農業
の確立・普及を推進した。 

化学農薬低減技術導入事業の受益面積（累計） 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   
  97ａ 97ａ 107ａ 117a   

 農業の持続的発展と、環境との調和を図るとともに、より安
全で安心できる農産物の安定供給を目指し、今後も事業を継続
し、農地周辺の生態系の保全を推進する。 

 

自然環境活動促進事業【環境課】           

事業内容 事業実績 

 市民を対象に、自然環境
への関心を高め自然保護意
識の高揚を図るため観察会
を実施した。 

各観察会の回数及び年間延べ参加人数 

    Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   
  自然観察会 46 名 30 名 50 名 54 名   

  アサギマダラマ
ーキング観察会 

中止 30 名 25 名 25 名 
  

 希少な動植物の数々を市民の方に知っていただき、自然保護の大
切さを知ってもらう機会を提供することができた。今後も事業実施
により、生物多様性への理解を促進する。 

 

外来生物の情報発信【環境課】         
事業内容 事業実績 

 外来生物等について、特徴や
駆除方法をホームページ等で
周知した。 

ホームページでの周知 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   
  ・オオキン

ケイギク 
・オオキン
ケイギク 
・セイタカ
アワダチソ
ウ 

・オオキン
ケイギク 
・セイタカ
アワダチソ
ウ 
・アメリカ
オニアザミ 

・オオキンケイ
ギク 
・セイタカアワ
ダチソウ 
・アメリカオニ
アザミ 
・アカミミガ
メ、アメリカザ
リガニ 

  

 今後も迅速な情報発信を行い、生態系や人間への悪影響を及ぼ
さないよう、予防に努める。 

 

13



 

⑵ 自然環境が持つ多面的機能の維持・向上 

山形市内の状況 

民有林における森林整備面積 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

74.46ha/年 67.06ha/年 75.57ha/年 58.06ha/年 

これまで行ってきた市有林や民間事業者による私有林の整備のほか、令和元年度から、市町

村が仲介役となって森林所有者と民間事業者をつなぐ森林経営管理制度が創設されたことによ

り、さらなる民有林の整備を推進している。しかし、受け皿となる民間事業者の担い手不足や、

戦後造林した人工林が本格的な伐期を迎える中、皆伐・再造林が増加しており、森林の多面的機

能を維持する観点から整備面積は小規模になる傾向がある。 

 

 ア 農地の保全 

   

 

新規就農支援事業【農政課】 

事業内容 事業実績 

農業者の後継者不足等
により山形市の担い手農
業者が減少していること
から、農業従事者の育成・
確保を図るため、経営安
定を図るために就農初期
の経営に対する支援を行
った。 
また、新規就農者受入

協議会において、関係機
関と連携しサポートを行
った。 

新規就農支援事業費補助金の実績 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

機械・施設導入補助 ３人 ２人 ３人 ４人 

施設修繕補助 １人 ２人 － ２人 

農地賃借料補助 ２人 ２人 ５人 １１人 

住宅家賃補助 － ２人 ２人 ２人 

 補助金の活用者数は、年度によってバラつきはあるが、新規就農
者の経営安定のために有効活用されていると思われる。 
 今後は、新規就農者のうち、独立自営就農者の安定経営に繋がる
施策を継続していくとともに、雇用を必要とする大きな農業形態の
育成が必要である。耕作放棄地の解消・耕作地の維持により、農地
の保全に努める。 

 

多面的機能支払交付金事業【農村整備課】 

事業内容 事業実績 

農業・農村の有する多
面的機能の維持・発揮を
図るため、農業者等で組
織し実施する農用地、水
路等の基礎的な保全管理
活動（農地維持支払）、地
域資源の質的向上を図る
共同活動（資源向上支払
（共同活動））及び水路・
農道等施設の長寿命化の
ための活動（資源向上支
払（長寿命化））に対する
支援を行った。 

活動組織数及び面積（ha) 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

農地維持支払 37 組織 
2,973ha 

37 組織 
2,946ha 

37 組織 
2,935ha 

37 組織 
2,970ha 

資源向上支払
（共同活動） 

26 組織 
2,371ha 

26 組織 
2,347ha 

27 組織 
2,387ha 

28 組織 
2,421ha 

資源向上支払
（長寿命化） 

32 組織 
2,779ha 

32 組織 
2,755ha 

32 組織 
2,745ha 

31 組織 
2,710ha 

地域の共同活動が持続し農地の保全が図られ、農業・農村の有す
る多面的機能が継続して発揮されるよう支援を行っていく。 

 

市産材利用拡大促進事業【森林整備課】         
事業内容 事業実績 

 住宅建築分野におけ
る市産材の需要拡大を
図り、森林資源の循環
利用促進及び木材関連
産業の活性化に資する
ため、市産材を使用し
た新築住宅への補助を
行う。 

補助件数 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   
  29 件 29 件 29 件 20 件   
 市産材を利用した新築住宅に補助を行うことで、市産材の利用拡大
を促進し、森林資源の循環利用促進及び木材関連産業の活性化につな
がった。今後も継続していくことで更なる市産材利用拡大に努めた
い。 
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イ  森林の保全・育成・管理の推進 

 ウ 水辺環境の保全 

河川一斉清掃【河川整備課】             

事業内容 事業実績 

 市民参加による「河川一斉清
掃」を実施し、河川愛護に対する
市民意識の向上と美しい水辺環
境の保全を図った。 

参加人数、ごみ収集量 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   
  

中止 
6,874 人        
5,953Kg 

6,766 人  
7,169 ㎏ 

7,130 人  
5,135 ㎏ 

  

 河川一斉清掃の実施により、引き続き河川愛護に対する意
識の向上・美しい水辺環境の保全を図っていく。 

  

 ⑶ 野生動物との共生 

山形市内の状況 

地域発意の鳥獣被害防止の環境づくりの実施地区（「地域ぐるみ鳥獣被害対策支援事業費補助

金補助制度」の対象地区） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

山寺地区 山寺地区 

高瀬地区 

山寺地区 

高瀬地区 

楯山地区 

 

山寺地区 

高瀬地区 

楯山地区 

蔵王地区 

バッファゾーンの整備等、恒常的な鳥獣被害対策活動を実施する地区が年度ごと 1 箇所ずつ

増え、地域発意の鳥獣被害対策の取組が促進されている。 

    

 

 

市有林、環境保全林等の整備【森林整備課、上下水道部総務課】 

事業内容 事業実績 

山形森林整備計画に基づ
き新植、枝打ちなどの整備
を行った。 
良質な水源の確保や洪水

の緩和を図るため、水源涵
養林の間伐、枝打、樹下植
栽等の維持管理を計画的に
行った。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

森林整備
課 

間伐 
9.33ha 

間伐 
2.48ha 

間伐 
11.37ha 

間伐 
1.8ha 

上下水道
部総務課 

下刈り
3.05ha 

下刈り 
3.05ha 

間伐 
5.24ha 

作業道開設 
910ｍ 

下刈り
3.05ha 

下刈り
3.05ha 

皆伐 
1.04ha 

植栽 
1.08ha 

引き続き間伐等の整備を行うことで市有林の保全を行うととも
に、良質な水源の確保や洪水の緩和を図っていく。 

 

森林病害虫等防除事業【森林整備課】 

事業内容 事業実績 

森林病害虫等の駆除
及び被害拡大を防止
し、森林資源及び森林
の持つ公益的機能の維
持増進に努めた。 

森林病害虫等防除対策の実施数 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

【松くい虫被害対策】 
伐倒・くん蒸処理 
樹幹注入・枯損木伐倒 

321 本 268 本 130 本 158 本 

【ナラ枯れ被害対策】 
予防剤注入 

257 本 247 本 281 本 147 本 

松くい虫被害・ナラ枯れ被害の対策に引き続き取り組み、アカマツ・
ナラ林等の森林資源の保全に努めていく。 
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ア 鳥獣被害対策の強化 

地域鳥獣被害対策指導業務【環境課】          
事業内容 事業実績 

 地域が主体となった鳥獣対
策を実施するため、野生鳥獣
の生態や対策を指導し、地域
が実施する対策に対し補助を
行った。 

①地域鳥獣対策指導業務 
②補助対象 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６  
  ①高瀬地区 

②山寺地区 
①楯山地区 
②山寺地区 
 高瀬地区 

①蔵王地区 
②山寺地区 
 高瀬地区 
 楯山地区 

①東沢地区 
②山寺地区 
 高瀬地区 
 楯山地区 
 蔵王地区 

 

 野生鳥獣の生態と被害対策を知ってもらうことで、地域住民
による出没させない環境づくりに引き続き繋げていく。 

 

イ 集団化した動物による生活被害の低減 

バードプロテクターの整備・貸出し【環境課】         
事業内容  事業実績 

 鳥の追払い機器（バード
プロテクター）を整備し、鳥
害対応として貸出しを行っ
た。 

実施状況 
 

   Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   
  ①所有台数 

②貸出件数 
③延べ貸出台数 

- ①8 台 ①10 台 
②17 件 
③23 台 

①12 台 
②18 件 
③24 台 

  

 町内会や市民の方の協力を得ながら、鳥害へ対応する体制づく 
りを今後も続け、野生動物との共生を目指す。 

 

 有害鳥獣等食害対策事業【農村整備課】 

事業内容 事業実績 

電気柵等設置への補助など
を行い、有害鳥獣による農作物
の食害を防いだ。 

農作物の被害状況、被害通報の件数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

６８件 ５４件 ４９件 ３０件 

 引き続き、自衛的な鳥獣対策により、農作物被害の減少に
繋げていく。 
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【基本目標４】生活環境の保全 

⑴ 安全安心に暮らせる良好な環境の保全 

 

山形市内の状況 

環境基準の達成率（水質） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

100％ 100％ 100％ 100％ 

継続的な調査監視により、河川の環境基準が設定されている馬見ヶ崎川 白川橋地点、村山高瀬川  

十文字橋地点、本沢川 台谷柏橋地点の BOD 値（水の汚れの指標）は連続して環境基準を達成してい

る。 

   

環境基準又は指針値の達成率（大気） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

100％ 100％ 100％ 100％ 

継続的な調査監視により、成沢西局及び下山家局の有害大気汚染物質の値は連続して環境基準又は

指針値を達成している。 

 

ア 良好な生活環境の保全 

   大気・水質等の立入検査による事業者指導【環境課】 

事業内容 事業実績 

立入検査を行い、排出基準の
遵守状況を確認・指導した。 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

排水監視指導 40 件 47 件 41 件 38 件 

排ガス監視指導 24 件 3 件 1 件 10 件 

ダイオキシン類対策指導 2 件 2 件 2 件 2 件 

有害物質を取り扱い、排出する事業所に対し適時立入検査を実施。
今後も違反があった事業所に対し指導を行い、改善したことを確認
し、良好な生活環境の保全を推進する。 

   大気・水質等の環境調査【環境課】 

事業内容 事業実績 

環境調査を行い、環境基準へ
の適合状況を確認した。 

実施状況 

内訳 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

水質監視 
①河川 
②地下水 

①26 地点 
②17 地点 

①23 地点 
②17 地点 

①24 地点 
②17 地点 

①25 地点 
②18 地点 

大気監視 3 地点 3 地点 3 地点 3 地点 

ダイオキシ
ン監視 
①大気 
②河川 
③地下水 
④土壌 

①1 地点 
②2 地点 
③1 地点 
④2 地点 

①1 地点 
②1 地点 
③1 地点 
④2 地点 

①1 地点 
②1 地点 
③1 地点 
④2 地点 

①1 地点 
②1 地点 
③1 地点 
④2 地点 

経年観察が必要な地点については毎年調査を実施、その他状況把
握に必要な地点で調査を実施した。環境基準超過地点については追
加調査を行った。今後も良好な生活環境保全を推進していく。 

生活排水処理対策事業【廃棄物指導課】 

事業内容 事業実績 

合併処理浄化槽設置等に対
する補助金の周知を図り、切
替を促した。生活排水処理率
は向上し、浄化槽管理者には
適切な使用の啓発を行った。 

生活排水処理率 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

94.5％ 94.9％ 95.1％ 95.4％ 

生活排水処理基本計画に基づき、引き続き生活排水処理率の向上及
び浄化槽の適正管理の推進により、良好な生活環境の保全に努める。 
（参考：生活排水処理基本計画の目標数値） 

中間目標年度（令和 9 年度）までに 96.2％ 
目 標 年 度（令和 14 年度）までに 97.4％ 
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イ 地盤沈下の防止 

地盤沈下対策事務【環境課】 

事業内容 事業実績 

地下水の適正利用の推進・指

導及び地下水位、地盤沈下量の

観測を行った。 

地下水位、地盤沈下量観測地点数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

10 地点 10 地点 10 地点 10 地点 

 地下水の適性利用の推進、指導により、地下水位は全体的に回復
傾向にあるが、一部に低下がみられる地点もある。地盤沈下はなお
続いているものの、沈下量は減少傾向にある。今後も水位観測と適
正利用推進に取り組み、地盤沈下防止に努める。 

ウ フロン類の漏えい防止 

フロン類回収業者の登録業務【廃棄物指導課】  

事業内容 事業実績 

使用済自動車の再資源化等
に関する法律に基づく使用済
自動車からフロン類を回収し
ようとする事業者の登録を行
った。 

登録事業者数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

24 者 24 者 17 者 16 者 

フロン類を回収しようとする事業者の登録を行うとともに、国へ
のフロンの回収量等の報告漏れを防ぐため、報告漏れのあった登録
事業者等について報告を促した。継続してフロン類漏えい防止に努
める。 

 

エ 感染症に強いまちづくり  

鳥インフルエンザ等対策【環境課】 

事業内容 事業実績 

県と連携し、発生時には注意
喚起を行う他、関係機関との情
報共有を図った。 

発生状況 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

鳥インフルエン
ザ陽性例数 

無 ４例 無 無 

豚熱陽性頭数 ２６頭 無 ４頭 ２頭 

鳥インフルエンザ・豚熱に対しては、発生時の迅速な対応ができ
るよう、日頃よりマニュアル等の確認を行う。 

   

 ⑵ 清潔な環境の保全 

ア まちの美観の保全 

バードプロテクターの整備・貸出し【環境課】（再掲） 

事業内容 事業実績 

鳥の追払い機器（バードプロテ

クター）を整備し、鳥害対応と

して貸出しを行った。  

 

実施状況 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

所有台数 - ８台 １０台 １２台 

貸出件数 - -  １７台 １８台 

延べ貸出台数 - -  ２３台 ２４台 

 町内会や市民の方の協力を得ながら、鳥害へ対応する体制づくり

を今後も続け、まちの美観の保全を推進する。 

    

全市一斉清掃の実施【循環型社会推進課】 

事業内容 事業実績 

生活環境の浄化と清掃意識

の高揚を目的として、4 月及び

9 月に市が期間を設定し、市民

が道路沿線等や町内で定めた

場所を清掃した。 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

未実施 

春：4 月 9 日㈰ 
   16 日㈰ 
秋：9 月 3日㈰ 

実施 

春：4 月 14 日㈰ 
    21 日㈰
秋：9 月 8 日㈰

実施 

全市一斉清掃を行うことで、市民の生活環境の浄化と清掃意識の

高揚を図り、引き続き清潔な環境保全を推進する。 
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イ 生活マナー・モラルの向上  

空き缶等散乱防止対策事業【環境課】（再掲） 

事業内容 事業実績 

空き缶、たばこの

吸い殻、ペットのふ

ん等の散乱のない良

好な環境の形成を図

るため、ポイ捨て防

止の周知・啓発を行

った。 

実施状況 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

啓発ポスタ
ー掲示 

408 か所 
980 枚 

352 か所 
850 枚 

355 か所 
874 枚 

327 か所 
747 枚 

啓発活動実
施会場 

  １ 街なか
賑わいフェ
スティバル 
２ 七日町
ドリンクテ
ーリング 

１ 花笠サ
マーフェス
ティバル 
２ 街なか
賑わいフェ
スティバル 

 
路上禁煙マ
ナーストリ
ートエリア

拡大 
（Ｑ１前通
り、山形駅
東口・西口

広場） 

１ 花笠サ
マーフェス
ティバル 
２ 街なか
賑わいフェ
スティバル 

ポスター掲示の依頼箇所を変える工夫や、キャンペーンなどを行い、環境美

化の啓発を行った。更なる環境美化への意識向上を図っていく。 

 

 

 ⑶ うるおいのあるまちづくりの推進 

山形市内の状況 

山形五堰 

令和 5 年 11 月 4 日に、かんがい農業の発展に貢献したものや卓越した技術により建設されたものな

ど、歴史的・技術的・社会的価値のあるかんがい施設を登録・表彰するための制度である世界かんが

い施設遺産に登録された。 

 

ア 市街地緑化の推進 

緑化推進取組実施事業【公園緑地課】   

事業内容 事業実績 

花による緑化推進

を図るため、市民ボ

ランティアととも

に花苗の生産を行

い、保育園等に配布

した。 

生産活動実施状況  
Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

生産数（ポット） 47,250 51,230 41,472 59,000 

花苗生産参加人数 
（ボランティア会 

員数） 
23 人 28 人 28 人 28 人 

花苗配布先数 217 団体 224 団体 224 団体 232 団体 

生産数の増加により、多くの団体へ配布することができた。今後もボランティ

ア団体と協力し、緑化推進を図り、温室効果ガスの削減に努める。 

保存樹指定事業【環境課】 

事業内容 事業実績 

保存樹維持管理への助言や補
助を行った。 

保存樹指定状況、補助件数 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

保存樹 98 か所 93 か所 93 か所 93 か所 

保存樹林 61 か所 60 か所 60 か所 61 か所 

保存いけ
がき 

28 か所 26 か所 26 か所 25 か所 

補助件数 5 件 5 件 6 件 5 件 

今後も緑豊かな美観・風致を維持し、市民の健康と生活環境の向
上に寄与する。 
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イ 親水空間の保全 
河川緊急浚渫事業【河川整備課】 

事業内容 事業実績 

堆積土砂や河川支障木を計画的

に除去し、安全で良好な河川環境

を維持するとともに水害の軽減

を図った。流下断面を阻害してい

る堆積土砂等の撤去を行った。 

河川浚渫実施率（対象２７河川） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

32.3% 54.8% 77.7% 100.0% 

河川の浚渫を継続的に実施し、良好な河川環境を維持するとと 

もに、浸水被害の軽減が図られた。 

五堰整備事業【農村整備課】 

事業内容 事業実績 

山形五堰の機能を良好に発揮
させるため、土砂上げ、修繕・除
草業務等の維持管理事業を行っ
た。 

五堰クリーン作戦参加者数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

- 
(新型コロナ対策の

ため未実施) 
214 人 206 人 189 人 

事業の実施により、山形五堰の環境保全が図られた。今後も、事
業を継続し、親水空間の保全に努める。 

  

ウ 良好な景観形成の推進 

景観重点地区景観形成推進事業【まちなみデザイン課】  

事業内容 事業実績 

山寺や蔵王温泉等
の重点的に景観形
成・保全を図る必要
がある観光地等を景
観重点地区に指定
し、地区独自の景観
形成方針や基準に合
致する修景工事等に
対し補助を行った。 

実施状況（事業の進捗や補助実績） 

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

景観重点地
区への指定 

(山寺地区・
蔵王地区はＲ
２年度末に指

定) 

- 七日町御殿堰
周辺地区 

≪山寺景観重点地
区追加≫ 

令和７年３月１８
日に馬形地区を山
寺景観重点地区に

追加指定 

補助件数 
・山寺地区 
・蔵王地区 

3 件 
2 件 

9 件 
19 件 

12 件 
22 件 

10 件 
13 件 

補助事業を行うことにより各地区の多様な魅力を守り・活かしながら居心地
の良いまちなみ景観が創出され、エリアのイメージ向上、観光地としての魅力
向上、交流人口の増加、回遊性の向上、地域産業の振興及び資産価値の向上が
図られた。今後も、継続して事業を行い良好な景観の継承・維持に努める。 

 

エ 歴史・文化の継承 

七日町歴史と文化活用街区整備事業(粋七エリア整備事業）【まちづくり政策課】 

 

 

 

 

 

 

事業内容 事業実績 

街路事業に併せて、中心市街
地である七日町地区の歴史・文
化的資源である料亭や御殿堰
を保存すると共に、街なかの賑
わいや回遊性の向上に向けた
街区整備を行った。 

実施状況（事業の進捗や完成時期等） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

- 山形市七日町東
土地区画整理事
業の認可を申請 

事業エリアを拡
大した範囲で、
第 1 回事業認可

変更を取得 

事業エリアを拡
大した範囲で、
第 2 回事業認可
変更を取得 

中心市街地の賑わい創出と回遊性の向上を目的に、街路事業と連
動させた街区整備を進め、山形五堰のひとつである「御殿堰」を活
用した風情ある景観の形成に向けた計画を推進した。今後も事業を
通し、歴史・文化の保全を推進する。 
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山形市文化財保存活用地域計画策定事業【文化創造都市課】 

事業内容 事業実績 

文化創造都市の理念に基づき、未指定

を含む文化財を、市民や団体等の理

解・協力を得ながら保存活用を総合的

に推進するとともに、市が目指す方向

性を明確にし、中長期的な取り組みを

推進するため、計画を策定した。 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

- ・シンポジウム 
・アンケート調
査 
・文化庁協議 

・シンポジウ
ム 
・文化庁協議 

・文化庁により
計画認定（12
月） 

山形市の文化財を取り巻く実情を分析・整理した計画策定

を行い、文化財の保全・保護・活用及び地域活性化が促進する

ための方向性が示された。 
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【基本目標５】環境意識の向上 

⑴ 環境情報の共有の推進 

 

山形市内の状況 

事業者の取組 

・SDGs をテーマにした企業同士の共創・共学を目的としたワークショップ形式のセッションの企業

による主催（株式会社モンテディオ山形） 

・SDGs の視点で探究する学生が山形県内の SDGs 推進企業を訪問し、ローカル SDGs の取り組みか

ら「山形のミライ」を探求するテレビ番組「ヤマガタＳＤＧｓミライラボ」（山形テレビ） 

など、市内事業者による環境情報共有の取組が見られる。 

 

ア 環境情報の収集と発信 

 環境調査の公表【環境課】 

事業実績 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①河川・地下水の水質測定結果 
 ②ＰＭ２.５などの大気環境の測定結果 
 ③自動車騒音、道路交通振動、一般環境騒音調査結果 
④環境中のダイオキシン類の測定結果 

ホームページで調査結果を公表した。 

デコ活普及啓発事業（旧山形まるごと COOL CHOICE 事業）【環境課】（再掲）   

事業実績 

    

  
  

  Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６   

  ・やまがたハイブリッド環
境展（Web 出展）での普
及啓発 

・地球温暖化防止展 
・地球温暖化に関わるオン

ライン講演会 
・エコ住宅基礎講座・見学

（２回） 
・住宅の省エネ相談会（３

回） 
・親子環境学習会 
・企業・市民向けワークシ

ョップ（各１回） 
・小学校でのパネル展（３

校） 
・小学校啓発用ステッカー

作成 
・学生向けワークショップ 
・ラッピングバス（ベニち

ゃんバス） 
・べにっこひろばでの啓発

パネルの掲示 
・副読本作成 

・やまがた環境展
での普及啓発 

・小学校への
cherica 配布 

・学生向け講演会 
・事業者向けワー
クショップ 

・エコ住宅基礎講
座 

・エコ住宅講座 
・V2H 講座 
・太陽光パネル設
置相談会 

・カーボンニュー
トラル入門セミ
ナー 

・「山東探究塾」
でキャッチコピ
ー作成 

・啓発グッズの作
成（エコバッ
グ、クリアファ
イル） 

・日本一の芋煮会フェ
スティバル・やまが
た環境展での普及啓
発 

・地球温暖化防止啓発
展 

・ゼロカーボン普及講
演会（市民・事業者
向け 各１回） 

・エコ住宅基礎講座 
・エコ住宅講座 
・高校生・大学生向け

ワークショップ 
・こども向け講座 
・太陽光発電パネル設

置相談会（２回） 
・省エネ住宅パンフレ

ットの作成 
・啓発グッズの配布

（クリアファイル、
ノート、卓上のぼり
旗） 

・「デコ活」普及講座
（こども向け） 

・やまがた環境展での
普及啓発 

・デジタルコンテンツ
の作成 

・オープン型宅配ボッ
クス利用促進キャン
ペーン 

・脱炭素推進セミナー
（事業者向け） 

・こども向け講座 
・省エネ住宅推進セミ

ナー（事業者向け） 
・太陽光パネル・省エ

ネ高効率設備導入推
進セミナー（市民・
事業者向け 各１
回） 

・啓発グッズの作成
（エコバッグ、扇
子、法被、宅配ボッ
クス周知付箋） 

  

地球温暖化対策に資する賢い選択を促す国民運動 COOL CHOICE に関連して情報発信を行った。
（２０５０年カーボンニュートラル実現に向けて、国民・消費者の行動変容、ライフスタイル変
革を強力に後押しするための運動として環境省が提言した「デコ活」へ移行） 
 

市主催環境関連講座等の参加者数 

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

１４８人 ７９人 １１０人 １５４人 ３２２人 ５７４人 
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イ 地域資源の情報発信 

やまがたプロモーション推進事業【ブランド戦略課】 

事業実績 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

14 回 15 回 13 回 14 回 

産業の振興、交流人口並びに関係人口の拡大、移住定住を促進するため、首都圏での山形市の
魅力・各種情報の発信を推進した。 

⑵ 多様な場での環境教育・学習の充実 

  ア ライフステージに応じた環境教育・学習の推進 

   美わし山形スクールエコプラン【学校教育課】 

事業内容 

実施状況 

Ｒ３～Ｒ６ 

各学校において自然環境とのふれあい学習・食品トレー、ペットボトル回収などのリサイクル
活動、各学校の計画に従った農業体験学習、資源回収（古紙、空き瓶）など、環境教育活動を
実施した。 

環境にやさしい生活の実践者の育成を目的に、市教委が策定した山形市学校環境教育推進計画
を推進した。 

コンポスト農園事業【浄化センター】 

事業実績 

試験畑利用状況（全５３区画） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

５３名 ５３名 ５３名 ５３名 

浄化センター敷地内の試験畑において、下水汚泥を堆肥化した「山形コンポスト」を使用した
農業体験をしてもらい、循環型社会の形成についての市民の理解や知識を深めた。 

見学希望者の受け入れ【山形広域環境事務組合・廃棄物指導課・浄化センター・水運用センター】 

事業実績 

見学団体数、参加者数 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

エネルギー回収施設（立谷川） 27 団体 
1,422 人 

49 団体 
2,481 人 

50 団体 
2,117 人 

45 団体 
2,294 人 

エネルギー回収施設（川口） 52 団体 
698 人 

56 団体 
915 人 

41 団体 
945 人 

42 団体 
1,026 人 

上野最終処分場 3 団体 
285 人 

1 団体 
54 人 

2 団体 
116 人 

3 団体 
124 人 

浄化センター 27 団体 
899 人 

41 団体 
1,317 人 

37 団体 
1,334 人 

46 団体 
1,508 人 

見崎浄水場・松原浄水場 14 団体 
672 人 

41 団体 
1,982 人 

51 団体 
2,078 人 

50 団体 
2,004 人 

環境関連施設において見学希望者の受け入れを行い、ライフステージに応じた環境教育・学習
を推進した。 

 

山形の観光と物産展実行委員会支援事業【ブランド戦略課】 

事業実績 

物産展売上額 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

80,638 千円 106,378 千円 119,282 千円 133,314 千円 

山形の観光と物産展実行委員会を支援することにより、山形の観光資源と物産品を広
く紹介し、物産の販路拡大と首都圏に対する本市への観光誘客を図った。 

 

23



 

ごみ減量・もったいないねット山形活動活性化事業【循環型社会推進課】（再掲） 

事業実績 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

ごみ減量学習会 

アドバイザー派遣 7回 

ごみ減量学習会 

アドバイザー派遣 6 回 

ごみ減量学習会・施設

見学会 

アドバイザー派遣 11

回 

ごみ減量学習会・施設

見学会 

アドバイザー派遣 9 回 

アドバイザー派遣先：南館ふれあい協議会福祉部、第一・第九中学校総合文化部、第五小学校４年生 
大曽根小学校放課後子ども教室、上宿いきいきサロン など 
 

小学校等へのアドバイザー派遣により、分別やごみ減量についての学習の場を提供した。 

イ 体験型学習の推進 

野草園運営管理事業【公園緑地課】 

事業実績 

年間入園者数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

23,631 人 23,943 人 21,046 人 21,040 人 

人間と自然との共生を理念とした施設で、季節に合った動植物を観察してもらうことで、市民の
自然への理解を深めた。 

自然の家運営業務【少年自然の家】 

事業実績 

 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

受入事業（実団体数、延人数） 205 団体 
24,555 人 

250 団体 
29,187 人 

250 団体 
31,592 人 

266 団体
32,084 人 

自主事業（回数、延人数） 23 事業 
1,279 人 

30 事業 
1,616 人 

36 事業 
2,452 人 

35 事業
1,950 人 

自然の中で、集団生活や野外活動を通し、心身ともに健全で豊かな人間性を育むために行う、小
学校等の受入事業及び主催事業を実施した。 

担い手育成支援事業【農政課】 

事業実績 

事業実績 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

小学３年生～６年生までの親子

農業たんけん隊参加者数 

30 組 30 組 27 組 27 組 

持続的・安定的な山形市の農業の発展を図るため、小学生の農業教育等を推進した。 

森林に親しむ学習会の開催【森林整備課】 

事業実績 

学習会の開催回数及び延べ参加人数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

3 回（参加者 37 名） 5 回（参加者 70 名） 6 回(参加者 99 名) 4 回(参加者 97 名) 

森林づくり作業や森林レクレーションなどのイベントを開催し、森林に親しめる機会を創出し
た。 

 

 

 

 

 

 

 

24



 

⑶ 自主的な環境保全活動と協働の推進 

  ア 環境保全活動への支援 

山形市を美しくする運動事業【環境課】 

事業実績 

山形市を美しくする運動推進委員会功労表彰受賞個人・団体数 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

個人 2 個人 2 個人 5 個人 1 個人 

団体 5 団体 5 団体 4 団体 19 団体 

「山形市を美しくする運動推進委員会」により、長年にわたり地域の環境美化活動に貢献した個
人・団体に功労表彰を行った。 

 

市民活動活性化事業【企画調整課】 

事業実績 

団体への支援件数 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

6 件 2 件 3 件 2 件 

環境保全に関連する事業に取組む団体を支援するため、山形市市民活動支援基金（コミュニティ
ファンド）による補助を実施した。 

イ 関係団体間の連携強化 

山形市を美しくする運動事業【環境課】（再掲） 

事業実績 

蔵王山クリーン作戦参加団体数、参加者数 
 
 

 

 多くの市民、企業、ボランティア団体の協力を得て、蔵王山クリーン作戦を実施した。 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

参加団体 
中止 

19 団体 
中止 

22 団体 

参加人数 278 人 673 人 

ウ 環境保全活動を支える人材の育成 
花と緑の相談員制度【公園緑地課】 

事業実績 

実施状況 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

相談員数 18 名 18 名 14 名 12 名 

各講座等の開催数 3 回 3 回 2 回 2 回 

延べ受講者数 60 人 60 人 40 人 40 人 

花と緑の相談員制度により、研修会実施、講習会実施などを行う緑化ボランティアの養成を行っ
た。 

ごみ減量・もったいないねット山形活動活性化事業【循環型社会推進課】（再掲） 

事業実績 

実施状況 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

ごみ減量学習会 

アドバイザー派遣 7回 

ごみ減量学習会 

アドバイザー派遣 6 回 

ごみ減量学習会・施設

見学会 

アドバイザー派遣 11

回 

ごみ減量学習会・施設

見学会 

アドバイザー派遣 9 回 

アドバイザー派遣先：南館ふれあい協議会福祉部、第一・第九中学校総合文化部、第五小学校４年生 
大曽根小学校放課後子ども教室、上宿いきいきサロン など 
 

小学校等へのアドバイザー派遣により、分別やごみ減量について市民の理解や知識を深め、環境保
全活動を支える人材の育成を推進した。 
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1 以前から気になっていたことですが、「山形市環境基本計画」とは、「山形市」についての環境基
本計画であって、「山形市役所」の環境基本計画ではないと存じます。一例ですが、例えば、「次
世代自動車の促進」などは「山形市役所」内のことです。そのうえで、「山形市役所」における導
入をきっかけとして山形市全体に広げる計画かと思います。「次世代自動車の促進」の場合です
と、「山形市役所」内での導入実績から、今後は市内にどのように広げる計画なのかとか、現在、
山形市内で購入されている自動車に占める次世代自動車についての情報や旧型から新型への
リプレースの状況などから、ここまで進んでいるとかがあると良いかと思います。
他の項目（LED化などたくさんあります）につきましても「山形市役所」内の状況もそうですが、山
形市内の状況、山形市全体に広げる計画などがあると良いかと思います。なお、記載の順番が、
まずは山形市内の状況についての目標と現状の記載があって、次に、「山形市役所」内でもこの
ように進んでいるとの記載順番なのでしょうか。

2 基本目標１
について

①2050年のカーボンニュートラルに向けて様々な取り組みを行っており、２０２４年度の目標を達
成できたことは評価に値する。一方、２０３０年の目標やそれ以降の目標を考えると、より多くの
取り組みを実施する必要が出てくると考えられる。その際に、コスト・パフォーマンスが重要になる
と思われる。そのため、①現在までの実施した取り組みの費用対効果（二酸化炭素１トン削減す
るのに要した費用）を把握し、②今後の取り組みの費用対効果をどのように想定しているのかを
準備する必要があると考える。これらの情報を開示する必要はないが、今後の予算要求や成果
の可視化に貢献する可能性がある。

3 基本目標２
について

③一般廃棄物の減少は処理費用の低減や埋立処分場の延命には良いことだと認識している。リ
サイクル率が伸び悩んでいる反面、一日当たりの排出量が減少している要因は①住民の意識・
削減行動によるものと②物価高による消費量の減少に起因するものがあると考えられる。前者
は望ましい姿ではあるが、後者の場合生活の質が下がっている可能性がある。したがって、今回
の減少はどちらによるものかわかる範囲でご教授いただきたい。

4 基本目標３
について

②森林整備面積の目標が達成できていない状況ではあるが、山形県の農林専門職大学の設置
により、人員の確保や林業に携わる人口が増える可能性がある。そこで、森林環境税と森林整
備および人員確保の関連性について明白にしておく必要があると考える。

5 資料１
２ページ

③野生動
物による人
的被害及
び物的被
害件数

・７月２３日～２５日の山形市北部地域でのツキノワグマ出没事件では、人的被害がなかったが、
市民生活に大きな支障が生じた。
・また、２５日には川西町で男性がツキノワグマに襲われ怪我をする事故も発生した。近年は全
国的に人の生活圏内でのクマとの遭遇や人的被害が増加しており、本市でも今後さらに増加す
るのではないかと考えられる。
・新聞記事によれば、今回駆除された個体は、生息域の山間部から馬見ヶ崎川沿いを通って、出
没した山形市北部地域まで移動してきたのではないかとも言われている。
・その通り道となった馬見ヶ崎川だが、以前は河川内には樹木はほとんど無く、石がごろごろとし
て堤防からは川の流れがはっきりと見られるとても見通しの良い美しい河川だった。
・ところが現在は、川の両側には多くの樹木が繁茂している。年々樹高も増し、うっそうとした林の
様な姿になってしまった。美しい馬見ヶ崎川の流れなど全く見ることができない。
・その結果、馬見ヶ崎川はツキノワグマをはじめ有害鳥獣の隠れ場や移動のルートになっている
のではないだろうか。
・この繫茂した樹木は治水上の障害にもなるであろうし、前のような見通しの良い美しく安全な川
の姿に戻すことを検討する必要があると今回のツキノワグマ出没事件から思った。

6 資料２
１ページ

本庁舎照
明ＬＥＤ事
業【資産マ
ネジメント
課】

令和５年度で完了、電気使用量が減ったとのことだが、蛍光灯と比較して、何％程使用電気量が
減ったのか？
また、金額は何％程減額になったのか？

7 資料２
１２ペー

ジ

ウ　外来生
物対策

R3～R6にかけ外来生物の情報発信を実施してきているが、その効果はどのような状況でしょう
か。また、さらなる効果をあげるための考えている方法があれば教えて欲しい。

『第４次山形市環境基本計画』中間見直し（案）　事前質問

№. ページ 項目 意見内容

別紙


